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沖縄総合事務局日本の概況（位置）
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日本はアジア大陸の東側に位置する島国であり、
約7,000の島々で構成される。

12,489万人人口

377,975ｋ㎡面積

330人/ｋ㎡人口密度

出典：人 口：総務省 『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和６年１月１日時点）』
面 積：国土地理院 『令和６年全国都道府県市区町村別面積調』



沖縄総合事務局日本の概況（地勢）
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日本の面積は約38万㎢。

その約７割が山岳地帯。
また、66.2%が森林、
11.6%が農地で構成され
、可住地割合が小さい。

出典：国土地理院「地理院地図」

国土利用の現況（令和2年）

出典：国土交通省「土地白書」



沖縄総合事務局日本の概況（地域ブロック区分）

6

中国地方

九州・沖縄地方

近畿地方

北陸地方

北海道

東北地方

関東・甲信地方

中部地方

四国地方



沖縄総合事務局日本の概況（気候）
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国土が南北に広く連なっており、ほとんどの地域は温
帯だが、北海道は亜寒帯、沖縄は亜熱帯に属する。

北海道
（亜寒帯）

沖縄県（亜熱帯）

東京都
（温帯）

出典：国土開発技術センター

平均気温：8.9℃

平均気温：16.3℃
平均気温：23.1℃



沖縄総合事務局日本の概況（気候比較）
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アジア諸国と比較すると、10℃〜15℃程度気温が低い。

出典：気象庁「世界の天候・地域別天候図6月上旬」



沖縄総合事務局
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【台風の発生、接近、上陸数（日本本土）】

台風の平均値（1991年～2020年の30年の平均値）
〇発生数：年平均 25.1個（H30年度は28個）
〇本土接近数：年平均 11.7個（H30年度は10個）
〇上陸数：年平均3.0個（H30年度は5個）

凡 例

本土に接近した台風の経路

台風第15号の経路

熱帯低気圧の経路12号20号
24号 21号

15号

台風第12号の経路

台風第24号の経路

台風第21号の経路

台風第20号の経路

平成30年度の台風等の経路

【50mm/h以上の短時間強雨の年間発生数】

〇全国の1時間降水量50mm以最近10年間（2013～2023年）の平均
年間 発生回数（約330回）は、統計期間の最初の10年間（1976～
1985年）の平均年間発生回数（約226回）と比べて約1.5倍に増加し
ています。

折れ線（青）は5年移動平均値、直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。

○年間で平均２５．１個の台風が発生し、３.０個が日本に上陸。

○５０ｍｍ／ｈ以上降雨の年間発生回数が増加

台風、豪雨による災害が発生する危険性が高い

日本の概況（自然災害・台風、豪雨）



沖縄総合事務局日本の概況（自然災害・地震）
世界の大地震の２割が集中する地震国であり、今後も大規模地震
の発生が想定されている。

10



沖縄総合事務局日本の概況（経済規模、GDP(実質)）
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日本のＧＤＰ（実質）は500兆円程度で推移。
我が国のGDPの推移



沖縄総合事務局日本の概況（国家予算の規模）
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我が国の国家予算は一般会計及び特別会計で約500兆円規模。
歳出では社会保障関係費が増大する傾向。

出典：総務省統計局「日本の統計2023」

○一般会計, 特別会計歳出予算額 ○一般会計歳入・歳出予算額の構成比
（令和４年度）



沖縄総合事務局日本の概況（産業構造①）

13

産業構造は第3次産業の割合が高く、産業別構成比ではサービス
業、医療福祉が増加傾向。

産業別構成比の推移（全国）

出典：令和２年国勢調査（総務省）

第3次産業
第1次産業

第2次産業



沖縄総合事務局日本の概況（産業構造②）

14出典：総務省統計局「「日本の統計2023」」

○産業別民営事業所数と従業者数の割合（令和３年）

事業所数は卸売業、小売業が全体の２４％と高く、従業者数は
卸売業、小売業に次いで製造業の従業者数が多い。



沖縄総合事務局日本の概況（人口の推移）
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我が国の人口は、2005年をピークに減少に転じ、
2050年には現在より3,000万人程度減少する見込み
。



沖縄総合事務局日本の概況（少子高齢化の進展）
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65歳以上人口の割合増加と、生産年齢人口が減少。
人口における年齢構成の推移



沖縄総合事務局日本の概況（人口の分布）

17出典：総務省統計局「地域メッシュ統計地図 令和2年国勢調査 人口総数」

我が国の人口は、関東、中
京、近畿の大都市圏を中心と
して分布している。

その他に札幌、仙台、新潟
、静岡・浜松、岡山、広島、北
九州・福岡の政令都市周辺に
人口集積がみられる。
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日本国

日本の行政機構（行政区分）

19

４７都道府県

沖縄県には41の市町村があり、
全国では約1800の市町村が存在する。
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日本の行政区分は、国の行政機関の下に、広域的な機関である
都道府県、基礎的な機関となる市町村の三段階で構成される。
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沖縄総合事務局日本の行政機構（中央行政機構）

20

日本の行政機関は1府12省庁で、道路行政全般を国土交通省が担
当する。ただし、沖縄県のみ内閣府が担当。

道路局道路局 総務課

路政課

道路交通管理課

企画課

国道・技術課

環境安全・防災課

高速道路課

総務課

路政課

道路交通管理課

企画課

国道・技術課

環境安全・防災課

高速道路課

都市局都市局

総務課

都市政策課

都市安全課

まちづくり推進課

都市計画課

市街地整備課

公園緑地・景観課

街路交通施設課

総務課

都市政策課

都市安全課

まちづくり推進課

都市計画課

市街地整備課

公園緑地・景観課

街路交通施設課

大臣官房

総合政策局

国土政策局

土地・建設産業局

水管理・国土保全局

住宅局

鉄道局

自動車局

海事局

港湾局

航空局

北海道局

政策統括官

国際統括官

大臣官房

総合政策局

国土政策局

土地・建設産業局

水管理・国土保全局

住宅局

鉄道局

自動車局

海事局

港湾局

航空局

北海道局

政策統括官

国際統括官

内閣内閣

内閣府内閣府

復興庁復興庁

総務省総務省

法務省法務省

外務省外務省

財務省財務省

国土交通省国土交通省

文部科学省文部科学省

厚生労働省厚生労働省

農林水産省農林水産省

経済産業省経済産業省

環境省環境省

防衛省防衛省

出典：内閣官房内閣総務官室HPより

沖縄振興局沖縄振興局 開発建設部開発建設部

道路建設課道路建設課

道路管理課道路管理課



沖縄総合事務局日本の行政機構（国道交通省、地方整備局）
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地方整備局は各地方ごとに設置し、事業の実施、管理、事務等の実施部門。
なお、北海道は北海道開発局（農業土木も所管）、沖縄県は、内閣府沖縄総
合事務局開発建設部が管轄する。

道路局道路局

都市局都市局

大臣官房

総合政策局

土政策局

土地・建設産業局

水管理・国土保全局

住宅局

鉄道局

自動車局

海事局

港湾局

航空局

北海道局

政策統括官

国際統括官

大臣官房

総合政策局

土政策局

土地・建設産業局

水管理・国土保全局

住宅局

鉄道局

自動車局

海事局

港湾局

航空局

北海道局

政策統括官

国際統括官

国土交通省国土交通省

地方整備局地方整備局

関東地方整備局関東地方整備局

東北地方整備局東北地方整備局

北陸地方整備局北陸地方整備局

中部地方整備局中部地方整備局

近畿地方整備局近畿地方整備局

中国地方整備局中国地方整備局

四国地方整備局四国地方整備局

九州地方整備局九州地方整備局



沖縄総合事務局日本の行政機構（沖縄総合事務局）

22

沖縄総合事務局の組織図
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沖縄総合事務局沖縄県の概況（位置）
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沖縄県は有人島49島、無人島111島、計160島からなる島
嶼県。位置的には首都圏よりも台湾、上海などに近い。

出典：沖縄県H２３「おきなわのすがた」より作成

出典：沖縄県企画部「離島関係資料」を基に作成

沖縄県の位置 沖縄本島と主要離島の距離



沖縄総合事務局沖縄県の概況（人口推移）

沖縄県の人口は約140万人を超え、全国に比べ出生率が高い。

25出典：沖縄県、「おきなわのすがた（県勢概要）令和４年度版」より

総人口・出生率・死亡率の推移



沖縄総合事務局沖縄県の概況（経済、GDP）
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県内GDP（実質）

沖縄の県内総生産は第三次産業の割合が多く、
GDPは全体に増加傾向にある。

出典：沖縄県統計年鑑（令和５年度版）資料：県企画部統計課「令和５年沖縄県勢要覧」

産業別就業者数の比率（R３平均）

3,400,000

3,600,000

3,800,000

4,000,000

4,200,000

4,400,000

4,600,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

県内総生産(連鎖方式)

（百万円）



沖縄総合事務局沖縄の概況（道路概要）
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舗装済割合（％）改良済割合
（％）

実延長
（ｋｍ）

道路種別

10010057.3高速自動車国道

100

94.5

100

96.7

332.2

174.0

指定区間
一般国道

指定区間外

89.790.31,087.4都道府県道

42.165.46,599.3市町村道

52.271.08,250.2総 計

道路種別と整備状況

資料：道路統計年報（2023年版）



沖縄総合事務局沖縄特別措置法と沖縄振興計画

28

昭和４７年の本土復帰に伴い、国は「沖縄振興開発特別措置法」を制
定。H14以降は、「沖縄振興特別措置法」が制定された。

沖縄振興特別措置法

新・沖縄21世紀ビジョン
基本計画

「持続可能な沖縄の
発展」と「だれ一人取

り残さない社会」

令和４年～令和１３年



沖縄総合事務局沖縄振興特別措置法とは

29
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３．道路計画に関する施策



沖縄総合事務局道路の機能

32

空間機能

空間機能

都市の骨格形成
街区形成

防災空間

延焼防止
消防活動

環境空間

緩衝空間
アメニティ

収容空間

情報空間
ライフライン

交通機能

通行機能 アクセス機能 滞留機能

自動車
歩行者・自転車

○ 道路機能には、大きく「交通機能」と「空間機能」の二つがある

安全・円滑・快適な
通行

沿道施設への
容易な出入り

自動車の駐車
歩行者の滞留
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人と物の移動を支える自動車交通

33

○ 国内輸送において、旅客・貨物とも総合交通体系の基盤としての道路の役割は拡大

○ 旅客・貨物とも6割以上が自動車交通

■旅客（人キロ）の機関別分担率の推移 ■貨物（トンキロ）の機関別分担率の推移

（出典：「自動車輸送統計年報」、 「鉄道輸送統計年報」、
「内航船舶輸送統計年報」、「航空輸送統計年報」より作成）

注：平成22年度より、「自動車輸送統計年報」の調査方法及び集計方法が変更され、自動車
のうち自家用貨物軽自動車が調査から除外されたことから、平成22年度以降は「自動車
燃料消費量統計年報」の走行台キロの伸び率より推計して補完を実施

（出典：「自動車輸送統計年報」、「鉄道輸送統計年報」、
「航空輸送統計年報」、旅客船は海事局内航課調査結果より作成）

注：平成22年度より、「自動車輸送統計年報」の調査方法及び集計方法が変更され、自動車のうち
自家用乗用車、軽自動車が調査から除外されたことから、平成22年度以降は「自動車燃料消費
量統計年報」の走行台キロの伸び率より推計して補完を実施

分
担
率
（
％
）

自動車

鉄道

海運

航空

分
担
率
（
％
）

自動車

鉄道

海運 航空



沖縄総合事務局

34

国道１号、東名高速
、東海道線が集結

する
薩田峠



沖縄総合事務局通信販売と自動車交通

35

【EC（電子商取引）の市場規模とEC化率の推移】（単位：億円）

○ 電子商取引の大幅な拡大により通販市場は、22.7兆円市場へ

○ 宅配取扱件数は、30年で10倍に拡大

（出典：令和5年度宅配便等取扱個数の調査（自動車局））

（出典： 「令和４年度デジタル取引環境整備事業（電子商取引に関する市場調査）」 調査

結果（経済産業省））



沖縄総合事務局コロナ禍の交通量

小型車（８割減）

大型車（１～２割減）

36



沖縄総合事務局

○ 圏央道が順次開通し、高速道路が連結されることで、効率的な物流ネットワークが形成され、
基準地価格（工業地）の上昇及び大型マルチテナント型物流施設の立地に寄与。

○ 残る区間の整備により、更なるストック効果の発現が期待される。

※Eコマース：インターネット技術を用いた商取引

分割可能な貸床
Ｅコマース関連企業等の多様
なテナントが入居可能

■大型マルチテナント型物流施設

らせん状のランプウェイ
効率化のため、大型トラック
が各階に直接乗り入れ可能

大型マルチテナント型物流施設とは、多くの個人宅へ
多様な商品を迅速に発送するため、効率的に仕分け・配送
が可能な機能を集約した施設

多層階構造
広い面積を確保し、保管に加え
施設内での流通加工が可能

福利厚生施設の充実
商品仕分け作業等に従事する
従業員向けの売店や託児所等
が設置

■首都圏環状道路による効果

出典：都道府県地価調査（国土交通省）

変動率当年価格

基準値の所在地順位 前年変動率前年価格

（％）（千円／㎡）

17.933
茨城県猿島郡五霞町大字江川1

17.628
12.324.7

千葉県野田市はやま2

-22
11.648

宮城県仙台市宮城野区扇町3丁目3

13.243
11.038.5

沖縄県豊見城市字豊崎4

10.234.7
10.820.5

京都府綴喜郡宇治田原町大字岩山5

5.718.5

変動率当年価格

基準値の所在地順位 前年変動率前年価格

（％）（千円／㎡）

10.066
京都府城陽市平川広田6

1.760
9.671

埼玉県入間市大字狭山ケ原7

1.364
8.639

埼玉県東松山市大字新郷8

1.436
8.579

東京都青梅市今井三丁目9

0.672
8.525.5

茨城県古河市北利根10

6.823.5

変動率 ：平成29年7月都道府県地価調査、平成28年7月都道府県地価調査を比較した工業地の地価上昇率
前年変動率：平成28年7月都道府県地価調査、平成27年7月都道府県地価調査を比較した工業地の地価上昇率

■工業地の地価上昇率ランキング（全国）
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物流施設の立地



沖縄総合事務局生鮮食品の輸送を支える道路

38

○ 東京都中央卸売市場に入荷するトマトは遠方の産地のシェアが拡大

○ 平均輸送距離は約５０年で３倍に増加

■東京市場に入荷するトマトの道府県別シェアと
高規格幹線道路ネットワーク

（出典：平成23年９月21日高速道路のあり方検討有識者委員会資料）

■東京市場に入荷するトマトの生産地からの
平均輸送距離（年間）



沖縄総合事務局災害時の救助・救援活動を支える道路

39

○ 平成２３年の東日本大震災では、東北・関東間の道路網の機能が制限される中で、日本海側の
道路の交通量が増加。（北陸道：約１割、関越道：約２割、直轄国道：約２倍）



沖縄総合事務局空間機能 都市の骨格形成 街区形成

○ まちづくりの機能として「道路」は必須アイテム

40



沖縄総合事務局

41

環境空間としての道路

○ 景観向上、環境保全、交通安全、緑陰形成、防災といった環境空間としての機能を有する



沖縄総合事務局ライフラインの収容空間としての道路

42

○ 道路の空間機能の中でも重要なものがライフライン等の収容空間としての機能である

○ 大都市部では、共同溝として上下水道、電気、ガスが一体的に収容されている

モノレール、ゆりかもめなどは
道路の上に軌道が敷設



沖縄総合事務局
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防災空間としての道路
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写真：兵庫県南部地震（H7.1.17）における
火災の状況（神戸市長田区付近） 図．道路の幅員と延焼防止率の関係（神戸市長田区の事例）

■道路の延焼防止効果

兵庫県南部地震において、幅員の広い道路の火災延焼防止効果を確認

道路の幅

延
焼
防
止
率

(m)

○ 幅員の広い道路を整備することによって、大規模地震発生時における住宅等の火災延焼を防止



沖縄総合事務局東日本大震災で高速道路が果たした副次的役割

復旧のための
物資輸送道路
として機能

発災直後に
住民の避難場所

として機能
44



沖縄総合事務局東日本大震災で高速道路が果たした副次的役割

がれきの進入
を抑制する

防波堤として機能

自衛隊や消防隊の
中継基地
として機能
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沖縄総合事務局高規格幹線道路網

46

○ 第４次全国総合開発計画において、21世紀にむけ多極分散型の国土を形成するため
“交流ネットワーク構想”を推進する必要

○ これを実現するため、「高速交通サービスの全国的な普及、主要拠点間の連絡強化を
目標とし、地方中枢・中核都市、地域の発展の核となる地方都市及びその周辺地域等
からおおむね１時間程度で利用可能となるよう、およそ14,000kmで形成」

［

高
規
格
幹
線
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
計
画

］
令和5年4月1日現在



沖縄総合事務局我が国の道路の体系

47

○ 我が国には、高速道路から市町村道まで約１２０万ｋｍの道路ネットワークが存在

○ 高速自動車国道と直轄国道は、延長割合が低いが、全交通量の約３割、貨物車交通量の約５割

を分担

【道路の構成】

高速自動車国道（約0.7%)

合 計約1,230,400km（100.0%）

直轄国道 （約2.0%)

補助国道 （約2.6%)

約9,200km

都道府県道（約10.6%)約129,900km

（約84.1%)

約32,000km

約24,000km

約1,035,200km

市町村道

高規格幹線道路
計画延長 約14,000km
高速自動車国道 11,520km
一般国道の自動車専用道路 約2,480km供用延長

【道路別 延長及び物流等のシェア】

※令和4年3月31日時点の実延長（出典：道路統計年報 2023）

※走行台キロは、「令和３年度全国道路・街路交通情勢調査」 による。

28%

14%

1%

25%

24%

2%

17%

19%

3%

30%

43%

95%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

走行台キロ

（大型車）

走行台キロ

（全車）

延長

高速自動車国道 国道（直轄） 国道（補助） 都道府県道等



沖縄総合事務局経済の発展と密接な関係にある自動車交通

48

○ 経済の発展に伴って、自動車の走行台キロも増加

○ 道路整備は自動車交通を支えてきた
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注1：昭和54年までのGDPは平成2年基準、平成5年までは平成17年基準、平成6年以降は平成27年基準の実質値である。
注2：平成21年までの走行台キロは新旧統計数値の接続係数により変換した値である。
<資料> GDPは内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」、

自動車走行台キロは国土交通省「交通関連統計資料集」、「自動車燃料消費量統計年報」(平成22年度以降)



沖縄総合事務局道路政策の変遷
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沖縄総合事務局社会資本整備の効果

50

○ フロー効果 ：公共投資により生産、雇用及び消費等の経済活動が派生的に創出され、短期的

に経済全体を拡大させる効果

○ ストック効果：整備された社会資本が機能することによって継続的に中長期的に得られる効果

・経済活動における効率性・生産性の向上

・国民生活における衛生環境の改善、防災力の向上、快適性やゆとりの創出

資料）内閣府「日本の社会資本2012」

＜社会資本整備の効果＞



沖縄総合事務局

○ 圏央道が順次開通し、高速道路が連結されることで、効率的な物流ネットワークが形成され、
基準地価格（工業地）の上昇及び大型マルチテナント型物流施設の立地に寄与。

○ 残る区間の整備により、更なるストック効果の発現が期待される。

ストック効果①：圏央道による効率的な物流ネットワークの強化

※Eコマース：インターネット技術を用いた商取引

分割可能な貸床
Ｅコマース関連企業等の多様
なテナントが入居可能

■大型マルチテナント型物流施設

らせん状のランプウェイ
効率化のため、大型トラック
が各階に直接乗り入れ可能

大型マルチテナント型物流施設とは、多くの個人宅へ
多様な商品を迅速に発送するため、効率的に仕分け・配送
が可能な機能を集約した施設

多層階構造
広い面積を確保し、保管に加え
施設内での流通加工が可能

福利厚生施設の充実
商品仕分け作業等に従事する
従業員向けの売店や託児所等
が設置

■首都圏環状道路による効果

出典：都道府県地価調査（国土交通省）

変動率当年価格

基準値の所在地順位 前年変動率前年価格

（％）（千円／㎡）

17.933
茨城県猿島郡五霞町大字江川1

17.628
12.324.7

千葉県野田市はやま2

-22
11.648

宮城県仙台市宮城野区扇町3丁目3

13.243
11.038.5

沖縄県豊見城市字豊崎4

10.234.7
10.820.5

京都府綴喜郡宇治田原町大字岩山5

5.718.5

変動率当年価格

基準値の所在地順位 前年変動率前年価格

（％）（千円／㎡）

10.066
京都府城陽市平川広田6

1.760
9.671

埼玉県入間市大字狭山ケ原7

1.364
8.639

埼玉県東松山市大字新郷8

1.436
8.579

東京都青梅市今井三丁目9

0.672
8.525.5

茨城県古河市北利根10

6.823.5

変動率 ：平成29年7月都道府県地価調査、平成28年7月都道府県地価調査を比較した工業地の地価上昇率
前年変動率：平成28年7月都道府県地価調査、平成27年7月都道府県地価調査を比較した工業地の地価上昇率

■工業地の地価上昇率ランキング（全国）

51※大型マルチテナント型物流施設とは、多くの個人宅へ多様な商品を迅速に発送するため効率的に仕分け、配送が可能な機能を集約した施設

〜基準地価格（工業地）の上昇及び大型マルチテナント型物流施設の立地〜

平成27年12月時点 令和2年12月時点

平成29年都道府県地価調査 調査地点

圏央道沿線等に立地する主な企業の
大型マルチテナント型物流施設※

注1: ※1借地契約等が速やかに完了する場合
注1: ※2用地所得等が順調な場合
注2: 久喜白岡JCT〜木更津東IC間は、暫定2車線
注3: 事業中区間のIC、JCT名称には仮称を含む

凡 例（令和2年12月時点）
調 査 中事 業 中開 通 済

6車線 4車線 2車線

：基準地価格（工業地） 上昇率全国トップ１０の地点を有する沿線自治体
（平成29年都道府県地価調査）

＜凡例＞
基準地価格（工業地）の上昇率

（H28→R2 ）
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ストック効果②：雇用・税収等の増加の例

大型物流施設等※1,2の立地

法人税収※3

大型物流施設等※1,2の

従業員者数

固定資産税(家屋) ※4

※1 経済センサスの民営事業所のうち産業分類（中分類）の「道路旅客運送業」「道路貨物運送業」
「倉庫業」「運輸に附帯するサービス業」の合計

※2 中小企業基本法に基づく「小規模企業者（概ね常時使用する従業員の数が20人以下の事業者）」を除く
※3 法人税収：市町村民税の法人税割と法人均等割の和
※4 固定資産税（家屋）：固定資産（家屋）の評価額に応じて課せられる税
※5 沿線自治体：圏央道（埼玉県～茨城県）が通過等する市町（埼玉県１５市町、茨城県９市町）

出典：経済センサス 出典：経済センサス

出典：地方財政状況調査 出典：地方財政状況調査

茨城県沿線自治体※５ 伸び率
埼玉県沿線自治体※５

693 743

189
227

36,877
43,211

千葉県
東京都

神奈川県

中央道

鶴ヶ島JCT

八王子JCT

海老名JCT

茅ヶ崎JCT

埼玉県
久喜白岡JCT

釜利谷JCT
木更津JCT

つくばJCT

大栄JCT

東金JCT

東関東道路

茨城県

群馬県

栃木県

○県内産業の振興、雇用の創出、税収の確保を目的に、埼玉県・茨城県は企業誘致を積極的に推進
⇒圏央道沿線地域において企業立地や投資が進み、雇用者数が増加すると共に、税収も増加

515
590



沖縄総合事務局ストック効果③：広域観光ルートの創出の例

53

○四国横断自動車道の整備後、宇和島港とのアクセス性向上により、クルーズ船の増加及び外国人観光客数が増加

○今後、四国横断自動車道の延伸により、更なるインバウンド観光の拡大に期待

○近畿自動車道紀勢線の延伸による、関西国際空港等とのアクセス性向上により、紀南地域の外国人宿泊客数が増加傾向

○今後、近畿自動車道紀勢線の延伸により、更なる外国人観光客数の増加に期待

みなべIC

関西
国際空港
（H6開港）

大阪

和歌山地域

紀南地域

白浜温泉 那智の滝

橋杭岩

近畿自動車道紀勢線
（南紀田辺IC～

南紀白浜IC）

南紀白浜IC

すさみ南IC

那智勝浦IC

H 2 7 . 7開通

H 2 7 . 8開通

和歌山城

高野山

和歌山ﾏﾘｰﾅｼﾃｨ

熊野本宮大社

熊野速玉大社

勝浦温泉

那智勝浦新宮道路

H 2 7 . 9開通

御坊IC

広川IC

和歌山JCT

堺JCT

泉佐野JCT

新宮南IC

近畿自動車道紀勢線
（南紀白浜IC～

すさみ南IC）

新宮北IC(仮)

みなべ梅林

紀宝IC(仮)

太地IC(仮)

白崎海岸

椿温泉

醤油発祥の地

和歌浦

道成寺

和深IC(仮)
串本IC(仮)

龍神温泉

川湯温泉

百間山渓谷

南紀田辺IC

中辺路

生石高原

根来寺

粉河寺
丹生都比売神社

真田屋敷跡

［近畿自動車道紀勢線の延伸による整備効果］

：H6 阪和道（広川ICまで）

：H8 阪和道（御坊ICまで）

：H15 阪和道（みなべICまで）

：H19 阪和道（南紀田辺ICまで）

：H27 紀勢線（すさみ南ICまで）

：事業中

紀勢線の大阪からの南伸の状況

：主な観光地

：観光周遊ルート例

奈良

熊野IC(仮)

京都市

大津市

奈良市
大阪市

神戸市

姫路市

泉佐野市

和歌山市

田辺市

白浜町 那智勝浦町

出典：近畿地方整備局調査結果
（調査期間：2月6日～14日、2月22日～3月10日）

外国人観光客の訪問

出典：和歌山県観光動態調査
(田辺市～新宮市の観光地区)

■関空からの外国人レンタカー利用客の訪問先

大阪、京都、神戸、

奈良等に次いで

紀南地域への

訪問率が高い

0

10

20

30

5.6 6.7

13.5
18.1

24.3 24.9 25.3

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

約4.5倍増

外
国
人
宿
泊
客
数
（万
人
）

■紀南地域の外国人宿泊客数

一枚岩

古座川IC(仮)

みなべIC

資料）寄港回数︔愛媛県港湾管理課、外国人観光客数︔内子町

［四国横断自動車道の延伸による地域活性化］
至 松山市

宇
和
島
道
路

内子町町並み
保存地区

内子町

伊予市

大洲市

八幡浜市

西予市

宇和島市

鬼北町

松野町

愛南町

宇和島港

遊子水荷浦の段畑

薬師谷渓谷

宇和島城
伊達博物館

天赦園
多賀神社
和霊神社

道の駅 きさいや広場

約４０分短縮

四国横断自動車道
松
山
自
動
車
道

②
H24.3
開通

H16.4
開通

H12.7
開通

①
H5.3〜
H22.3
開通

未開通区間
（津島道路等）

③
H27.3
開通

大楽寺

南楽園

山出の棚田

約２０分短縮

宇和島港〜内子町
間の所要時間
H 2年︓85分
H27年︓42分

宇和島港〜南楽園
間の所要時間
H 2年︓42分
H27年︓21分

宇和海海域公園

（海中展望船）

③区間開通

②区間開通
①区間開通

〈宇和島港のクルーズ船とツアーバス〉

〈内子町を散策する外国人観光客〉

〈宇和島港寄港回数・外国人観光客数の推移〉
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沖縄総合事務局ストック効果④：リダンダンシーの確保の例
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○ 環状道路のネットワーク化により、東名高速から都心への到達パターン数が飛躍的に増加

（現在：70ルート⇒３環状完成時点：1470ルート）

■東名高速⇒都心へのルート

【算出条件】「高速道路のあり方検討有識者委員会資料」同様の条件
・対象路線：高速道路、有料道路
・起点；東名高速：厚木IC ／ 終点：都心環状線JCT（竹橋、三宅坂、浜町、浜崎橋、江戸橋、箱崎）
・同一路線、JCTを２回通過しない
・JCTの規制は規制どおり
・放射道路は、上り方向のみ、下り方向利用しない（外側の環状線へは行かない）
・１号横羽線、湾岸線神奈川は集約



沖縄総合事務局

名古屋西JCT〜飛島JCT
2021年5月1日開通

③

①

名古屋港
出典︓物流施設事業者HP

開通延長 12.2㎞

2004年
伊勢湾岸自動車道
全線開通

2013年
名古屋高速道路
全線開通

2021年
名二環
全線開通

1997年
飛島ふ頭南 供用

2005、2008年
飛島ふ頭南側 供用

2022年
飛島ふ頭東R1 供用

○名二環の開通により、同区間の所要時間が短縮した
ため、ドライバーの労働時間削減に寄与している。

○また、名二環開通後は、ルートの選択肢が増え、交
通状況を判断しながらの輸送が可能になった。

ストック効果⑤：名二環の整備効果

60

○名古屋西～飛島区間が令和3年5月1日に開通し、約半世紀に渡る名古屋環状２号線事業が全線開通
○名二環（名古屋西JCT～飛島JCT）の開通により、飛島ふ頭周辺～勝川IC間の輸送時間が約21分短縮され、トラックドライバ

ーの労働時間削減に寄与
○名二環が直結する名古屋港では、コンテナ貨物取扱量が約30年間で約3倍となり、コンテナターミナルの整備が促進し、名二

環沿線では、物流施設の立地件数が約20年間で4.8倍に増加

出典︓ヒアリング調査結果 2021.8

■輸送時間の変化

＜開通前＞
従来ルート

（国道302号※１）
＜開通後＞
新たなルート
（名二環※２）

出典︓ETC2.0プローブデータ
<開通前>従来ルート︓2021年3月（平日）
<開通後＞新たなルート︓2022年3月（平日）

＜飛島ふ頭周辺〜勝川IC＞

約21分
短縮

52分

31分

ドライバーの労働時間も短縮

※１︓国道302号〜大治南IC〜勝川IC ※２︓飛島北IC〜勝川IC

■②企業の声

■名古屋都市圏における大手事業者の物流施設立地状況

出典︓日本立地総覧（日本立地ニュース社）物流施設事業者HP

立地件数 延床面積

（千㎡）

※2001年以降に立地した物流施設

物流施設立地件数
4.8倍

（件）

名古屋市・弥富市・飛島村の物流施設立地状況

愛知県を中心とする東海地域でのマルチテナント
型物流施設への需要から、弥富市に東海・北陸
地域最大規模かつ24時間稼働の物流センターを
新設 提供︓物流施設事業者

①大型物流施設 ・施設規模
延床面積：約280,000㎡

・着工：2020年11月
・竣工：2022年5月
・総事業費：約500億円

：物流施設（稼働済） ※

：物流施設（2022年竣工）※

：物流施設（建設中） ※

：物流ターミナル

：名古屋港エリア

：輸送ルート（従来ルート）

：輸送ルート（新たなルート）

■事例：大型物流施設の立地

ルート
イメージ図

名古屋港周辺に立地する物流企業の輸送経路

③飛島ふ頭 東側ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙの改良
（2016年度〜）

R1 R2岸壁（改良中）

2022年10月に
1バース供用開始

飛島ふ頭コンテナターミナル整備状況と貨物取扱量推移及び主要な高速道路開通状況

出典︓名古屋港 飛島ふ頭地区ふ頭再編改良事業
（国土交通省港湾局）

出典︓名古屋港管理組合「名古屋港統計年報」
※2022年8月時点

勝川IC

飛島JCT
物流企業

②
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沖縄総合事務局ストック効果⑥：沿線地域の活性化（第二京阪道路）

56

○第二京阪道路の開通により、大阪～京都間のアクセスが向上し、沿線には近年、物流関連施設が多く立地。
○また、沿線市町では法人税収の伸び率が大阪府全域よりも20％以上高くなっている。



沖縄総合事務局ストック効果⑦： 東九州道開通5年後

■H21年以降の企業立地・増設件数

H21年から約1,200
企業が立地・増設

新
規
企
業
立
地
・
増
設
件
数
の
累
計
（
件

）

Ｈ２１年以降の
企業立地・増設件数

43 84 135 170 214 264 310 369 433 507 585

27
60

84
128

174
208

246
308

378

476

566

70
144

219
298

388
472

556
677

811

983

1,151

1,216
2,933

4,527
5,938

7,937

9,812
10,912

12,627

14,500

16,279

18,390

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

0

300

600

900

1,200

1,500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

その他業種

製造業

累計新規雇用者数（人）

資料：東九州道沿線25市町ヒアリング調査

新
規
雇
用
者
数
の
累
計
（
人
）

北九州～宮崎間
全線開通

北九州～宮崎間
約５割開通

H21年から約1,200企業が進出
約1.8万人の新規雇用

○平成28年4月に東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環
型の高速道路ネットワークが構築。
昭和63年当時と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が4時間25分短縮。

○東九州道の沿線の市町では、平成21年から11年間で約1,200の企業が進出。新たに約
18,000人の雇用が創出され、地域経済の活性化に寄与。

※ 時間距離とは・・・

中心都市から各都市までの距離を

自動車での所要時間で表現したもの。

▲ 北九州市～宮崎市の所要時間比較

■東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結
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４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局渋滞対策の体系、対策メニュー
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○ 従来の渋滞対策は、環状道路やバイパスの整備、交差点立体化、連続立体交差事業等の開か
ずの踏切対策といった交通容量拡大策と渋滞ポイント等の局所箇所への集中的な対策（量的ス
トックの形成）が中心であった。

○ 近年の渋滞対策は、量的ストックの形成に加え、多様化する道路利用者のニーズを的確に捉え
た「道路を賢く使う」手法を積極的に活用している。

等 等

量的ストックの形成 道路を賢く使う手法

渋滞対策の具体的施策

他
機
関
（
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員
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実
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す
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と
の
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携
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事
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改
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事
業

有
料
道
路
に
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的
な
料
金
施
策
の
導
入

Ｉ
Ｔ
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用
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進

路
上
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活
用
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渋
滞
カ
レ
ン
ダ
ー
の
公
表
等
）



沖縄総合事務局渋滞対策の全体像（マネジメントサイクル）
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○ 最新の交通データ等を基に特定された主要渋滞箇所を踏まえ、渋滞対策を検討・実施。

○ 毎年度、以下のマネジメントサイクルにより、主要渋滞箇所をモニタリングの上、随時見直し。

渋滞対策協議会 における議論

最新交通データによる渋滞状況検証
･･･民間プローブデータの収集・分析等

地域の交通状況に対する専門的見地か
らの検証

・・・データの精査・現地確認等の実施

・主要渋滞箇所図等により、地域の課題を共有することで道路管理者・道路利用者（地域住民、バス・
タクシー事業者等）間での議論を促進

定期的な地域の声の反映
（パブリックコメントの実施等）

ソフト・ハードを含めた対策の検討・実施

地域の主要渋滞箇所の特定

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等
に
よ
る
検
証

協議会構成主体:道路管理者（国、地方公共団体、高速道路会社）、公安委員会、バス事業者、タクシー事業者、観光関連団体等

・円滑な渋滞対策の立案・実施を実現
（道路管理者が実施する対策、他機関の実施施策との連携、道路利用者の参画による対策 等）
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４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局交通事故死者数の現状
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７４

○ 交通事故による死者数は、減少傾向だったが、令和５年に若干増加。

○ 人口10万人あたりの自動車乗車中の死者数は先進国の中で最も少ない。

■人口10万人あたり自動車乗車中死者数

（人）

G7でトップ

出典）IRTAD(2021)  World Bank ※アメリカのみ2020データ
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死
者
数
（
千
人
）

3,790人
（昭和24年） 過去最小2,610人

（令和4年）

2,678人
（令和5年）

（8年ぶりの増加）

出典）警察庁交通局「令和4年中の交通事故死者数について」をもとに作成

過去最多16,765人
（昭和45年）

■交通事故死者数の推移



沖縄総合事務局交通安全対策の体系・対策メニュー
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７４

○ 道路管理者による交通安全対策は、交差点の改良や歩道の整備等を行う「道路の改築」と、防護柵

や視線誘導標の設置、区画線の設置・改善等の「道路の附属物および区画線の設置等」がある。

○ 対策メニューの選定については、交通事故の発生状況や道路交通の状況、緊急性、投資効果等を

総合的に勘案して行っている。

等

等

道路の改築
道路の附属物および

区画線の設置

交通安全対策の具体的施策

防
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柵
の
設
置

立
体
横
断
施
設
の
設
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断
歩
道
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・
地
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歩
道
）
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坂
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交
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良

（
立
体
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、
拡
幅
、
付
加
車
線
、

コ
ン
パ
ク
ト
化
等
）

歩
道
・
自
転
車
道
等
の
整
備

道
路
照
明
灯
の
設
置

道
路
反
射
鏡
の
設
置

道
路
標
識
の
設
置
・
改
善

視
線
誘
導
標
の
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置

自
転
車
・
自
動
車
駐
車
場
の

整
備

道
路
情
報
提
供
装
置
の
設
置

区
画
線
の
設
置
・
改
善
、

カ
ラ
ー
舗
装

中
央
帯
・
停
車
帯
の
設
置
、

路
肩
の
改
良

ハ
ン
プ
・
狭
さ
く
等
の
設
置

※交通安全施設等整備事業の推進に関する法律による具体的な施策を明示



沖縄総合事務局道路管理者が実施する幹線道路対策の例

【対策後】

■交差点改良
【対策前】

右折時の事故及び急な車線変更による
追突事故が発生

右折車線延伸＋直進車線と分離

・右折車線延伸
・直進車線との分離

右折車両から直進車両が確認しづらい

右折レーン長不足により右折車両が直進車を阻害
し、急な車線変更などの挙動による事故が発生

■中央帯・横断防止柵の設置

沿道施設が立ち並び、歩行者の乱横断
による人対車両事故の危険性がある

中央帯+乱横断防止柵

中央帯+横断防止柵

【対策後】

■車線の増設
【対策前】

朝夕の通勤時に交通渋滞が発生し、車両
同士の追突事故や右折時事故が多発

車線の増設

直進車線増設

【対策前】

【対策後】
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■右折レーン延伸＋カラー舗装

右折滞留区間の不足や、急な車線変更で、
追突事故や進路変更時の事故が多発

右折レーン延伸＋カラー舗装

■注意喚起（路面標示）

流入路及び店舗への出入りの際に、前方に
駐停車中の車両に後方から追突する事故が
多発

前方注意の路面標示

前方注意の路面標示

右折車両と直進する車両との追突事故が
多発

注意喚起看板の設置

■注意喚起（看板）

注意喚起看板(右折車注意)

右折車両と直進車両の事故

【対策後】

【対策前】

【対策後】

【対策前】 【対策前】

【対策後】

道路管理者が実施する幹線道路対策の例
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沖縄総合事務局歩行中・自転車乗用中の死者数

67

７４

○ 歩行中及び自転車乗車中の死者数の比率が約50％を占める。

○ 人口あたり歩行中及び自転車乗車中の死者数は、米国に次いで多い。

■人口10万人あたり死者数（歩行中・自転車乗用中）

（人）

■状態別交通事故死者数

G7で米国に
次いで多い

出典）IRTAD(2021)  World Bank ※アメリカのみ2020データ
出典）警察庁交通局「令和4年における交通死亡事故の特徴等について」をもとに作成



沖縄総合事務局身近な道路で事故が発生
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○ 歩行中・自転車乗車中死者のうち、自宅から５００ｍ以内で死亡する割合が約半数。

○ 市街地での死者数の割合が先進国の中で最下位。

54%

42%

40%

30%

32%

29%

28%

43%

49%

48%

47%

63%

58%

64%

3%

9%

12%

22%

6%

13%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

イタリア

アメリカ

カナダ

イギリス

ドイツ

フランス

■自宅からの距離別死者数
（歩行中・自転車乗用中）

■発生場所別交通事故死者数の割合
（全死者数）

市街地 非市街地 高速道路

IRTADデータ（30日死者数）をもとに作成
※各国死者数は2013年の値（カナダのみ2012年）

約５割

出典）警察庁統計資料(H28)をもとに作成

N=1,870

約５割

（51%）

2km超過
（22%）

2km以下
（12%）

1km以下
（15%）

500m以内



沖縄総合事務局生活道路の交通事故被害者の特徴
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○ 生活道路における人口あたりの交通事故は、死傷事故では小学生、死亡事故では75歳以上の

発生確率が高く、子どもや高齢者の事故率が高い。

■人口千人あたりの年代別死亡事故件数■人口1人あたりの年代別死傷事故件数

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

死
傷
事
故
率
（%

）

0.0

0.5

1.0

1.5

死
亡
事
故
率
（%

）

出典）交通事故データ（ITARDA：平成28年データ）



沖縄総合事務局

道路構造令改正（H13） 凸部、狭さく部等を位置づけ（第31条の2）

コミュニティ道路の整備（補助事業対象化）（S56～）
生活道路における通過交通の排除など、快適な生活環境の創造をもたらすことを目的とし、自動車の速度を抑制す
る措置を講じ、交通事故を防止し、歩行者にとって安全かつ安心な通行空間とした道路整備を実施

住区総合交通安全モデル事業（ロードピア事業）（S59～）
コミュニティ道路の面的な整備を展開

コミュニティ・ゾーン形成事業（H８～）
公安委員会による速度規制等とあわせて、道路管理者によるコミュニティ道路等の面的整備を実施

あんしん歩行エリアの整備（H15～19）
公安委員会の速度規制等とあわせて、歩道の設置等の歩行者優先のみちづくりを面的・総合的に実施796地区を指定

あんしん歩行エリアの整備（H20～24）
交通規制基準改正（H21)
生活道路の最高速度は原則30km/h

通学路緊急合同点検（H24～
文科省、国交省、警察庁の連携による緊急合同点検→対策実施

S56

S59
H8

H13

H20
H21
H23

ゾーン30の整備（H23～）
・4,186箇所の整備（R4.3）

H15

H24

凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基準策定（H28.3）

生活道路対策エリアの取組（H28～）
ビッグデータの活用による生活道路の交通安全対策

H28

R1 未就学児が日常的に集団で移動する経路等の合同点検(R1～）
厚労省、国交省、警察庁等の連携による合同点検→対策実施

通学路合同点検（R3～）
文科省、国交省、警察庁の連携による合同点検→対策実施

R3

生活道路の交通安全対策 これまでの取組

ゾーン３０プラスの整備（R3～）
道路管理者と警察が連携して生活道路における交通安全対策を実施 【33箇所 整備計画策定済（R4.7）】 70



沖縄総合事務局通学路の交通安全対策（緊急合同点検）
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≪通学路の緊急合同点検の実施フロー≫
○平成２４年４月以降、京都府亀岡市など

で相次いで登下校中の児童生徒等が
巻き込まれる交通事故が発生

○道路管理者、学校・教育委員会、警察、
ＰＴＡ等による通学路の緊急合同点検を
実施

○緊急合同点検実施学校数 ：20,160校
○緊急合同点検実施箇所数 ：80,161箇所
○対策必要箇所数 ：74,483箇所

①緊急合同点検の結果（平成24年11月30日現在）

危険箇所の抽出

対策案の策定

対策必要箇所の抽出

国土交通省、文部科学省、警察庁より
緊急合同点検の取り組みを要請
（平成24年5月30日）

学校、PTAが抽出

関係省庁副大臣会議（平成24年5月28日）

学校、道路管理者、警察
等による合同点検

対策の実施

地元との調整等を踏まえ平成24年度から順次実施

②対策必要箇所の内訳及び対策状況(平成27年度末時点）

○対策必要箇所数 ：74,483箇所（うち68,931箇所対策済）
・道路管理者による対策 ：45,060箇所（うち40,793箇所対策済）
・学校等による対策 ：29,588箇所（うち29,410箇所対策済）
・警察による対策 ：19,715箇所（うち19,479箇所対策済）



沖縄総合事務局通学路の安全確保に向けた継続的な取組
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○ 持続的な通学路の安全確保を図るため、市町村毎に「通学路交通安全プログラム」を策定

緊
急
合
同
点
検
要
請

緊
急
合
同
点
検
実
施

Ｈ２４．５ Ｈ２４．８
対
策
一
覧
表
・箇
所
図
作
成

Ｈ２４．１１

今
後
の
取
組

通
知

Ｈ２５．５

「
通
学
路
交
通
安
全

プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
策
定

（
今
後
の
取
組
の
具
体
化
）

Ｈ２５．１２

持
続
的
な
通
学
路
の

安
全
確
保
の
実
現

緊急合同点検の実施

緊急合同点検

対策実施

対策立案

［プログラムの内容］ ※市町村ごとに策定

①推進体制の構築
②定期的な合同点検の実施方針
③効果把握等による対策の改善・充実

効
果
把
握
等
に
よ
る

対
策
の
改
善
・
充
実

○合同点検の実施など

継続的な取組を推進

○推進体制の構築

国からの要請（全国一斉点検）
Ｈ２４．５

継続的な取組 通知
Ｈ２５．５

通学路交通安全プログラム策定 通知

地域ごとの取組

Ｈ２５．１２

定期的な合同点検の実施

定期的な合同点検

対策実施

対策立案



沖縄総合事務局PDCAサイクルによる継続的な取組（浜松市の事例）
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○ 全国で教育委員会、ＰＴＡ等による合同点検を行い、対策の検討・実施・効果把握、その結果を踏

まえた改善を一連のサイクルとして進めることで、継続的な通学路対策を推進

連絡会議等の推進体制

・教育委員会 ・学校 ・PTA ・警察
・道路管理者 ・自治会代表者 等

・ＰＤＣＡサイクルの実施方針 等

通学路交通安全
プログラム等の策定

市教育委員会、道路管理者（国、県、市）、警察、学校、ＰＴＡ等による
合同点検を定期的に実施

【通学路安全確保のためのＰＤＣＡサイクル】

側溝蓋掛けによる
歩行空間の確保

対策の報告、効果検証
次年度作業計画策定

・ＰＤＣＡサイクルの年間スケジュールを作成し、関係者が実施・報告すべき
内容・時期等を明確化することで、通学路の安全確保に向けた取組を継
続的かつ着実に推進中

Check
○対策効果の把握

Do
○対策の実施

Plan
○合同点検の実施
○対策の検討

Action
○対策の

改善・充実

【静岡県浜松市の取組例】

対策（H27年12月施工） 連絡会議（H27年2月）

（H25年11月） 合同点検 （H26年9月）



沖縄総合事務局急所を事前に特定する科学的な交通安全対策①
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○ ビッグデータにより生活道路の安全を確保 ～対症療法型から科学的防止型に～

☓：交通事故発生地点

使用ﾃﾞｰﾀ）ETC2.0ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾃﾞｰﾀ：H27.4～7交通事故ﾃﾞｰﾀ（静岡県警HPより）：H26.1～12

【人口10万人あたり交通事故死者数の比較】 【自宅からの距離別死者数（歩行者・自転車）】

■速度超過、急ブレーキ多発、抜け道等の

急所を事前に特定
■事故発生箇所に対する

対症療法型対策

【道路種別の交通事故件数の推移】 【生活道路の速度別の致死率】

出典）交通事故データ（ITARDA：平成25年データ）

■自動車乗車中はG7で最も安全
歩行者・自転車乗車中はG7で最下位

■幹線道路に比べて生活道路の
死傷事故件数の減少割合は小さい

■約半数が自宅から500m
以内で発生

■衝突速度が30km/hを超えると
致死率が急激に上昇

【交通事故の状況】

＜ビッグデータを活用した生活道路対策＞

急ブレーキ、30km/h超過
が連続している区間

☓：急減速発生地点
☓：交通事故発生地点

［対策例］

狭さく

ハンプ

効果的な
速度低減策を実施［今後］［これまで］

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ
の分析

30 km/h超過割合

40 %未満
60 %未満

80 %未満
80 %以上

分析エリア

幹線道路

ゾーン30

死傷事故件数

県平均10倍以上

県平均3倍以上

県平均以上
県平均未満

■事故データを活用し、
対策候補エリアを抽出

＜事故データによる抽出＞

平成28年度から全国約100エリアを皮切りに対策を実施

2分の1地域メッシュ（約500m×約500m）

自動車
乗車中

歩行中・
自転車乗車中

G7で最下位G7でトップ

出典）IRTAD(2016)，World Bank 出典）交通事故統計年報 出典）警察庁統計資料(H28)をもとに作成

N=1,870



沖縄総合事務局急所を事前に特定する科学的な交通安全対策②

○ ETC2.0プローブ情報などのビッグデータを活用して、生活道路における速度超過、急ブレーキ多

発、抜け道等の急所を事前に特定し、効果的な対策を実施

75



沖縄総合事務局生活道路対策エリアのイメージ
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○ 対策にあたっては、都道府県公安委員会のゾーン規制等と連携して、速度抑制効果の高い凸部(
ハンプ)や狭窄などを効果的に設置することで、生活道路を自動車中心の空間から歩行者・自転
車中心の空間に転換

スムース歩道 狭さく

カ
ラ
ー
舗
装

自
転
車
レ
ー
ン

進入口を入りにくくする 走行速度を抑制する

歩行者・自転車の幅員を優先して確保する
自
転
車
レ
ー
ン

カ
ラ
ー
舗
装

ライジングボラード

進入抑制策

速度低減策

歩行者・自転車の空間
を優先確保する対策

凸部（ハンプ）

（イメージ）

ゾーン３０
（都道府県公安委員会）

バス路線

バス路線

危険箇所を対策する

（京都府京都市） 歩行者自転車用柵

＜生活道路の速度別の致死率＞

出典）交通事故データ(ITARDA：平成25年データ）



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局我が国のストックの現状
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○ 米国では1980年代に多くの道路施設が高齢化 「荒廃するアメリカ」

○ 日本でも2010年代以降に多くの道路施設が高齢化を迎える。
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橋梁数

建設年度

30年遅れて高齢化

1980年代に多く高齢化
「荒廃するアメリカ」

2010年代に高齢化を迎える

※このほかに、市町村が管理する2mから15mの橋梁を主として、建設年度不明橋梁が約23万橋ある

橋梁数

建設年度



沖縄総合事務局我が国のストックの現状
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○ 日本には、約１２３万ｋｍの道路があり、橋梁は約７３万橋、トンネルは約１．２万箇所存在する

＜橋梁数＞
＜日本の道路種別と延長割合＞

＜トンネル数＞

R5.3末時点

国土交通省

5%

（約39,000橋）

高速道路会社

3%

（約24,000橋）

道路公社

0.3%

（約2,000橋）

都道府県

19%

（約139,000橋）

政令市

6%

（約47,000橋）市区町村

65%

（約477,000橋）

橋梁
約73万橋

国土交通省

15%

（約1,800箇所）

高速道路会社

18%

（約2,100箇所）

道路公社

1%

（約100箇所）都道府県

44%

（約5,100箇所）

政令市

3%

（約300箇所）

市区町村

19%

（約2,200箇所）

トンネル

約1.2万箇所

幹
線
道
路

生
活
道
路

高速自動車国道 （約0.7%)

直轄国道 （約2.0%)

補助国道 （約2.6%)

約9,200km

都道府県道 （約10.6%)約129,900km

（約84.1%)

約32,000km

合計 約 1,230,400km (100%)

約24,100km

約1,035,200km 市町村道

高速自動車国道：令和6年4月1日時点、その他：令和4年3月31日時点

【道路管理者別】



沖縄総合事務局老朽化の現状（道路種別別の橋梁数）
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○ 我が国には橋梁が、約７３万橋あり、このうち、市町村道にある橋梁が約５２万橋と全体の７割以

上を占めている

【道路種別別橋梁数】 高速自動車国道

約21,000橋

(3%)
直轄国道

約42,000橋

(6%)

補助国道

約35,000橋

(5%)

都道府県道

約114,000橋

(16%)

橋梁

約73万橋

市町村道
約517,000橋

(71%)

（出典）道路局調べ（2023.3時点）



沖縄総合事務局老朽化の現状（建設年度別の橋梁数）
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○ 建設後５０年を経過した橋梁の割合は、１０年後に 約６１％に急増

建設年数の推移（橋梁）

※この他、古い橋梁など記録ができない建設年度不明橋梁が約20.9万橋ある。

37%
61%

国土交通省

高速道路会社

都道府県・政令市等

市区町村

50年経
過橋梁

61%
39%

2033年時点
50年経
過橋梁

37%
63%

2023年時点
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沖縄総合事務局老朽化の現状（通行規制橋梁の増加）
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○ 地方公共団体管理橋梁では、近年通行規制等が増加

【地方公共団体管理橋梁の通行規制等の推移(２m以上)】

※メインケーブルの破損、
主桁の腐食やコンクリー
ト床版の剥離により通行
規制を実施している事例

115 117 172 194 191 187 203 224 231 

862 

1,196 

1,592 
1,680 

1,821 
1,917 1,981 

2,133 
2,328 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1

都道府県・政令市等 市区町村

※東日本大震災の被災地域は一部含まず

※数値は各年度毎の通行規制等の発生件数

（橋）



沖縄総合事務局老朽化の現状（事例：橋梁）
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○ 発見の遅れにより、老朽化による損傷が進行した例

架設竣工年：1963（昭和38）年
損傷確認年：2007（平成19）年

（44歳）

■木曽川大橋
（国道２３号三重県桑名郡木曽岬町）

きそがわ おおはし

※トラス斜材のコンクリート埋込部



沖縄総合事務局老朽化の現状（車両重量による舗装や床版へのダメージ）
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舗装に与える疲労イメージ RC床版に与える疲労イメージ

○ 重量違反車両が道路に及ぼす影響

・車両の重量による道路構造物の疲労に及ぼす影響は、

舗装で４乗、RC床版で１２乗

○ 仮に、大型車両１台が、軸重10トンの基準よりも２トン超過した場合、舗装に対しては約２台分、

RC床版に対しては約９台分の疲労が蓄積。

車軸にかかる重さ（軸重）がたった２割の超過でも９倍のダメージ発生



沖縄総合事務局道路の老朽化対策に関する取組みの経緯

○ 笹子トンネル天井板崩落事故［2012.12.2］

○ 定期点検に関する省令・告示 公布［2014.3.31］
5年に1回、近接目視による点検

○ 2013年を「社会資本メンテナンス元年」に位置付け
○ 道路法の改正［2013.6］

点検基準の法定化、国による修繕等代行制度創設

○ 定期点検要領 通知［2019.2.28］
定期点検の質を確保しつつ、実施内容を合理化

● 定期点検 ２巡目（2019～）

● 定期点検 １巡目（2014～2018）

○道路の老朽化対策の本格実施に関する提言[2014.4.14]

事故直後

天井板撤去状況

2014年4月14日

「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」
最後の警告－今すぐ本格的なメンテナンスに舵を切れ

社会資本整備審議会 道路分科会の家田仁分科会長
より太田国土交通大臣に手交

区分

健全Ⅰ

予防保全段階Ⅱ

早期措置段階Ⅲ

緊急措置段階Ⅳ5年に1回 近接目視点検

○インフラメンテナンス第２フェーズに向けた提言[2022.12.2]

85



沖縄総合事務局省令、告示、定期点検要領の体系

86

７４

○ 省令・告示で、５年に１回、近接目視を基本とする点検を規定、健全性の診断結果を４つに区分。

（トンネル、橋などの構造物に共通）

○ 市町村における円滑な点検の実施のため、点検方法を具体的に示し、主な変状の着目箇所、

判定事例写真等を加えたものを定期点検要領としてとりまとめ。（トンネル、橋などの構造物毎）

法令・定期点検要領の体系

健全性の診断結果を、４段階に区分

道路法

政令

省令・告示

H25.9.2施行

・トンネル、橋その他道路を構成する施設若しくは工作物又は道

路の附属物のうち、損傷、腐食その他の劣化その他の異状が

生じた場合に道路の構造又は交通に大きな支障を及ぼすお

それのあるものについて定期点検を規定

・５年に１回、近接目視を基本として実施

・健全性の診断結果を、４段階に区分

定期点検要領

・維持、点検、措置を講ずることを規定

（トンネル、橋などの構造物）

構造物に共通の規定

（トンネル、橋などの構造物）

各構造物毎に策定
・構造物の特性に応じ省令・告示に沿った具体的な点検方法

・主な変状の着目箇所、判定事例写真等

H26.3.31告示
H26.7.1 施行

H26.6.25策定



沖縄総合事務局直轄診断について

87

○地方公共団体への支援として、要請により緊急的な対応が必要かつ高度な技術力を要する施設
について、地方整備局、国土技術政策総合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテ
ナンス技術集団」による直轄診断を実施。

○診断の結果、診断内容や地域の実情等に応じ、修繕代行事業、大規模修繕・更新事業等を実施。

【直轄診断実施箇所とその後の対応】【全体の流れ】

〈地方公共団体〉

点検・診断

〈道路メンテナンス会議〉

現地調査を踏まえ
直轄診断候補箇所の選定

〈国〉

直轄診断実施箇所の選定

直轄診断実施

結果とりまとめ

報告 推薦

報告

修繕代行事業、大規模修繕・更新補助事業等の実施

診断内容、地域の実情等に応じ、

措置直轄診断実施箇所実施年度

修繕代行事業三島大橋（福島県三島町）

Ｈ２６
年度

修繕代行事業大渡ダム大橋（高知県仁淀川町）

大規模修繕・更新補助事業大前橋（群馬県嬬恋村）

修繕代行事業沼尾シェッド（福島県南会津郡下郷町）

Ｈ２７
年度

修繕代行事業猿飼橋（奈良県吉野郡十津川村）

修繕代行事業呼子大橋（佐賀県唐津市呼子町）

修繕代行事業万石橋（秋田県湯沢市）
Ｈ２８
年度

修繕代行事業御鉾橋（群馬県神流町）

修繕代行事業音沢橋（富山県黒部市）
Ｈ２９
年度

修繕代行事業乙姫大橋（岐阜県中津川市）

修繕代行事業仁方隧道（広島県呉市）
Ｈ３０
年度

修繕代行事業天大橋（鹿児島県薩摩川内市）

修繕代行事業秩父橋（埼玉県秩父市）
Ｒ１
年度

修繕代行事業古川橋（静岡県吉田町）

修繕代行事業白老橋（北海道白老町）
Ｒ２
年度

修繕代行事業鶴舞橋（奈良県奈良市）
Ｒ２～３
年度

修繕代行事業伊達崎橋（福島県伊達郡桑折町）
Ｒ４
年度

修繕代行事業樋島大橋（熊本県上天草市）
Ｒ７
年度

■仁方隧道（広島県呉市）

＜仁方隧道の状況＞

■天大橋（鹿児島県薩摩川内市）

＜天大橋の状況＞

覆工コンクリートの剥落・貫通ひびわれ
下部工のひび割れ



沖縄総合事務局予防保全対策を考慮したライフサイクルコストの低減

88

７４

出典：平成20年度 国土交通白書



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局i-Constructionの目標

７４

○ 建設業は社会資本の整備の担い手であると同時に、社会の安全・安心の確保を担う、我が国の国土保

全上必要不可欠な「地域の守り手」。

○ 人口減少や高齢化が進む中にあっても、これらの役割を果たすため、建設業の賃金水準の向上や休

日の拡大等による働き方改革とともに、生産性向上が必要不可欠。

○ 国土交通省では、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスで

ICT等を活用する「i-Construction」を推進し、建設現場の生産性を、2025年度までに2割向上を目指す。
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沖縄総合事務局
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建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-Construction

主 桁

横 桁

検査路

横 構

機器活用による測量 2次元図面による設計

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

社会への実装社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

道路法面緑化

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

国際標準化の動きと連携
建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

○Society5.0においてi-Constructionを推進し、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す
○ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る建設プロセス

全体を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

施工

自動化
ビックデータ

３次元設計データ等を通信

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

設計

3Dデータ
VR

準天頂衛星
（みちびき）

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

測量

ドローン
GPS

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

維持管理

ロボット
AI



沖縄総合事務局トップランナー施策（全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等））

７４

○ 現場毎の一品生産、部分別最適設計であり、工期や品質の面で優位な技術を採用することが困難。

○ 設計、発注、材料の調達、加工、組立等の一連の生産工程や、維持管理を含めたプロセス全体の最適

化が図られるよう、全体最適の考え方を導入し、サプライチェーンの効率化、生産性向上を目指す。

○ 部材の規格（サイズ等）の標準化により、プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工場製作化を進め、コ

スト削減、生産性の向上を目指す。
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沖縄総合事務局
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○BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling Management）とは、
計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階にお
いても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、一連の建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高
度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】【得られる効果】
・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】
施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）

生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ



沖縄総合事務局
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調査設計から維持管理段階までBIM/CIMを活用しつつ、3次元データやICT等の新技術の導入を加速化させるため 「3次元情報活
用モデル事業」を展開中。

＜主なCIM活用内容＞
〇広域統合モデルや施工ｽﾃｯﾌモデルで3次元的に視覚化することにより、 関係者協議における合意形成の迅速化。
〇事前に鉄筋等の干渉確認を設計段階で実施することで施工段階での手戻り防止。
〇BIM/CIMの理解度・技能向上を図るため、職員向けの講習会（座学・実習）も実施。

広域統合モデル

施工ステップモデル 職員向けの講習会

警察協議状況

上部工詳細モデル

下部工詳細モデル

ＢＩＭ/ＣＩＭの取り組み事例（南部国道事務所 小禄道路）

ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ ～建設現場の生産性向上～



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局ＩＴＳ（高度道路交通システム）の導入の目的
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○ 情報通信技術を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築することで、渋滞、交通事故

、環境悪化等の道路交通問題の解決を図る。

－ 渋滞 時間損失：年間約50億人・時間

－ 交通事故 事故約30万件、 死者約2.6千人（令和4年）

－ 環境悪化 ＣＯ２排出量：18%は運輸部門からの排出（令和2年度）

人

道路車両

情報通信
技術



沖縄総合事務局ＩＴＳの推進体制
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○ ＩＴＳ関係４省庁が相互に協力するとともに、民間企業、学識者で構成されるＩＴＳ JapanやＩＴＳ標準

化委員会と連携し、日本のＩＴＳを推進

ITS標準化委員会
※ISOでの国際標準化

を推進

特定非営利活動法人
ITS Japan

※学識・民間等で構成され
産学によるITSの推進

四省庁連絡会議

国土交通省

警察庁

総務省

経済産業省

デジタル庁 内閣府（SIP※）
（※Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）

・研究開発・調査に関する諸活動
・世界会議、委員会活動
・国際標準化の支援活動
・普及促進活動 等



沖縄総合事務局日本のＩＴＳの歩み
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○ １９９６年７月に策定された「ＩＴＳ推進に関する全体構想」により、関係各省庁の動きが一本化され

、日本におけるＩＴＳの取り組みが本格化。

○ その後、２００４年に提言「ＩＴＳ、セカンドステージへ」が発表され、次世代ＩＴＳの実現に向けた取り

組みがさらに加速。２００５年に「次世代道路サービスに関する官民共同研究」を実施して、路側

機や車載器仕様を策定、２００５年から順次、実証実験を実施。

出典:ITS Japanホームページhttp://www.its-jp.org/about/

http://www.its-jp.org/about/
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1996

カーナビ
ゲーション

VICS

ETC

2001

累積出荷台数
約11,310万台(2024.3)

20111990’ 2015

ITS Spot
様々なアプリ
ケーションを

実現

• ダイナミック
ルートガイダン
ス

• 安全運転支援
• ETC 等

進化

既存サービスの
高度化

・ 静止画
・ 気象情報
・ 観光情報 等

新しいサービス

・ ビッグデータに基
づく賢い投資

・ 渋滞と事故を減ら
す賢い料金

・ ETCが基本のスト

レスのない賢い料
金所

・ 生産性の高い賢い
物流管理

累積出荷台数
約8,217万台(2024.3)

累積新規セットアップ件数
約8,658万台(2024.3)



沖縄総合事務局ＥＴＣ２．０のシステム概要
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○ これまでのETCと比べて、
・大量の情報の送受信が可能となる
・ICの出入り情報だけでなく、経路情報の把握が可能となる
など、格段と進化した機能を有しており、道路利用者はもちろん、道路政策に様々なメリットを
もたらし、ITS推進に大きく寄与するシステム

ＥＴＣ２.０
車載器

ＥＴＣ２.０
対応カーナビ

クルマ

道路

路側機

高速道路約１，７００カ所
直轄国道約２，０００カ所

道路管理者

データ収集

路側機（H30.4時点）

データ作成

速度

経路

急ブレーキ

データ活用

渋滞対策

交通安全
対策

料金施策

物流支援位置データ

加速度データ

車載器ＩＤ
公共交通

支援
約１，２１４万台

車載器（R6.7時点）



沖縄総合事務局ＥＴＣ２．０より収集されるプローブ情報の収集
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○ プローブ情報はＥＴＣ２．０車載器（対応カーナビ）に蓄積され、車両が路側機の下を通過するとき

に、プローブ情報が吸い上げられる

収集されるデータ:

• 走行履歴データ: 時間, 位置(緯度,経度), 速度 等
走行距離200m毎 または 進行方向が45度変化した場合に記録

• 挙動履歴データ: 時間, 前後左右の加速度, ヨー角速度 等
 加速度が0.25 G以上 または ヨー角速度が±8.5 deg/s以上変化した場合に記録

収集されるデータ:

• 走行履歴データ: 時間, 位置(緯度,経度), 速度 等
走行距離200m毎 または 進行方向が45度変化した場合に記録

• 挙動履歴データ: 時間, 前後左右の加速度, ヨー角速度 等
 加速度が0.25 G以上 または ヨー角速度が±8.5 deg/s以上変化した場合に記録

イントラネット

プローブデータ

路側機

ETC2.0
車載器

[プローブ情報収集の流れ]

プローブサーバー
データ統合・集計

道路管理者



沖縄総合事務局自動運転のレベル分け
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【例】自動で止まる
（自動ブレーキ）

前のクルマに付いて走る（
ACC）

車線からはみ出さない
（LKAS）

*1 （株）SUBARUホームページ *2 日産自動車（株）ホームページ *3 本田技研工業（株）ホームページ
*4 トヨタ自動車（株）ホームページ *5 Volvo Car Corp.ホームページ *6 CNET JAPANホームページ

*1 *2 *3
レベル１

レベル２

*6

技術レベル （高度）

レベル５

ACC： Adaptive Cruise Control,  LKAS: Lane Keep Assist System

レベル３ ○システムの高度化

*5

ド
ラ
イ
バ
ー
に
よ
る
監
視

シ
ス
テ
ム
に
よ
る
監
視

官民ITS構想・ロードマップ2017を基に作成

加速・操舵・制動のいずれかの操作をシステムが行う状態

加速・操舵・制動を全てシステムが行い、システムが
要請したときのみドライバーが対応する状態

○単独型

○システムの複合化（レベル１の組み合わせ）
【例】車線を維持しながら前のクルマに付いて走る（LKAS+ACC）

○システムの複合化（高機能化）
【例】 高速道路での自動運転モード機能

①遅いクルマがいれば自動で追い越す
②高速道路の分合流を自動で行う *4

レベル４
○高度運転自動化（限定条件あり）

システムが全ての運転タスクを実施
システムからの要請等に対する応答が不要

○完全運転自動化（限定条件なし）

システムが全ての運転タスクを実施
システムからの要請等に対する応答が不要



沖縄総合事務局自動走行技術の開発状況
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時期未定2025年目途2020年まで現在(実用化済み)

• 完全自動運転• 高速道路での
完全自動運転

• 限定地域での無人
自動運転移動サービ
ス

• 高速道路における
ハンドルの自動操作
- 自動追い越し
- 自動合流・分流

• 自動ブレーキ
• 車間距離の維持
• 車線の維持

実用化が
見込まれ
る自動運
転技術

課題の整理IT企業による構想段階一部市販車へ搭載市販車へ搭載開発状況

官民ITS・構想ロードマップ2017等を基に作成

（Rinspeed社HPより ）（本田技研工業HPより ） （トヨタ自動車HPより）

レベル１

レベル２

レベル３
(2020年目途）

レベル４

（DeNA HPより）

レベル５



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）概要
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○大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等への支援が行えるよう、平成20年4月にTEC-FORCEを創設

○TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害の拡大の防止、被災地の早

期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施

○本省災害対策本部長の指揮命令のもと、全国の各地方整備局等の職員が活動（17,887名の職員を予め指定（令和7年4月現在））

○ TEC-FORCEは、「南海トラフ地震防災対策推進基本計画（H26.3中央防災会議）」、「首都直下地震緊急対策推進基本計画

（H27.3閣議決定）等に位置付けられている」

活動内容活動内容

※TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）：緊急災害対策派遣隊
TEC-FORCEとはTEC-FORCEとは



沖縄総合事務局緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の隊員数

気象庁
（２，２３９名）

TEC-FORCE隊員は全国の地方整備局を主体に任命されており災害の規模によっては全国から集結
※ほか、国土交通省本省、地方運輸局等、国土技術政策総合研究所、気象庁、国土地理院から構成されており、専門性を活かし

た調査、技術指導等による自治体支援を実施

地方整備局等
（１４，３０６名）

国土技術政策総合研究所、
国土地理院（２２２名）

本省（２２０名）

地方運輸局等、航空局
（９００名）

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 登録隊員構成

※令和７年４月現在 計１７，８８７名

北海道開発局
２，３８４名

東北地方整備局
１，６９７名

沖縄総合事務局
１６４名

関東地方整備局
２，０３５名

北陸地方整備局
１，０４５名

中部地方整備局
１，８７７名

近畿地方整備局
１，５５９名

四国地方整備局
１，０２７名

中国地方整備局
１，２１５名

九州地方整備局
１，３０３名

106



沖縄総合事務局土砂災害危険箇所の点検 ～熊本地震～
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○ 余震や降雨に伴う二次災害の発生を防ぐため、震度6強以上を観測した市町村を中心に緊急度の高い1,155箇所の土砂災害
危険箇所を9日間で点検し、熊本県知事及び13市町村の首長等に報告。
・土砂災害危険箇所の点検結果 危険度Ａ：54箇所、危険度B：77箇所、危険度Ｃ：1,024箇所

○ 地震に伴う亀裂等による土砂災害を危惧する阿蘇市や南阿蘇村の要請に応え、夜峰(よみね)山、垂玉（たるたま）川、外輪(
がいりん)山等の崩壊地や亀裂箇所の被害状況調査を行い、調査結果を報告するとともに土砂崩壊部の継続監視等につい
て技術的助言を実施。

上空から被害箇所を把握 土砂災害危険箇所の点検 点検結果の報告・助言

■UAVによる調査 ■南阿蘇村長■現地調査

■熊本県知事



沖縄総合事務局緊急車両の通行を確保 ～熊本地震～
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○ 道路陥没や土砂崩落等によって通行不能となった県道及び市町村道の道路啓開を迅速に実施。
○ 被災自治体へのアクセスや大規模土砂災害により通行不能となった国道57号の代替ルート等を確保。

・国道443号（4/20） の道路啓開により、通行止めとなった益城町の中心部へのアクセスを確保。
・ミルクロード（4/22）やグリーンロード南阿蘇（4/22）、国道442号（4/25）の道路啓開により、大規模な斜面崩落により通行
不能となった国道57号の代替となる阿蘇方面へのルートを確保。

被災状況の把握 応急復旧（道路啓開） 緊急車両の通行確保

■グリーンロード南阿蘇

■国道443号（益城町）

■グリーンロード南阿蘇

■国道443号（益城町）

■熊本～南阿蘇方面の東西軸を確保

■緊急車両の通行確保（益城町）



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局自転車利用の増加
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○ 我が国の自転車の保有台数は、自動車と同程度（約7,200万台）で増加中。

【出典：自転車（S45～H20）(社)自転車協会、自転車（H21～H25）(財)自転車産業振興協会、
自動車(財)自動車検査登録情報協会】

※自転車保有台数は標本調査による推計値。自動車保有台数は二輪車を
除く、各年３月の登録台数。

■自転車保有台数の推移

1.11
0.83

0.77
0.71
0.71

0.67
0.67

0.45
0.38
0.38

0.37
0.36

0.14

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20

オランダ(2008)
ドイツ(2008)

デンマーク(2001)
スウエーデン(1995)

ノルウエー(1995)
日本(2005)

フィンランド(1995)
イタリア(1996)
フランス(2000)
イギリス(2002)
アメリカ(1998)

中国(2006)
韓国(1996)

人口当たり自転車保有数(台/人)

【出典：自転車産業振興協会統計要覧43】

※（ ）は統計年次

■人口当たり自転車保有台数（国際比較）
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30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

1970
（S45）

1980
（S55）

1990
（H2）

2000
（H12）

2010
（H22）

2013
（H25）

（千台）

自転車保有台数

自動車保有台数

76,090

71,551

27,643

15,835
（2011）H23.3.11
東日本大震災



沖縄総合事務局自転車施策のこれまでの取組
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自動車交通が昭和30年代から急成長期に入り、昭和49年には乗用車台数が昭和30年の約20倍にまで増加。それに
伴い交通事故発生件数、交通事故死者数が共に激増。
ピークの昭和45年には交通事故死者数が16,765人に達し、「交通戦争」と呼ばれる状態となった。

平成23年10月 警察庁は、自転車は「車両」であることの徹底を基本的な考え方とし、自転車と歩行者の安全確保を
目的とした総合的な対策を通達。

平成24年11月 各地域において、道路管理者や都道府県警察が自転車ネットワーク計画の作成やその整備、通行
ルールの徹底等を進められるよう、国土交通省及び警察庁が共同で「安全で快適な自転車利用環
境創出ガイドライン」を策定。

昭和35年 道路交通法の公布・施行により、自転車は軽車両として車道左側の走行が原則となる。

昭和45年 交通戦争を背景として、公安委員会が支障が無いと認めた場合に歩行者の通行を妨げないような速度と
方法での自転車の歩道通行を可能とする交通規制を導入。
それ以降、自転車歩行者道の整備等により自転車と自動車の分離を推進。

平成19年 7月 普通自転車の歩道通行要件の見直しとともに、「自転車の安全利用の促進について」
（自転車安全利用五則を添付）が交通安全対策本部決定。

平成27年 6月 改正道交法の施行により、自転車運転者講習の対象となる危険行為が規定。

平成28年 7月 「自転車ネットワーク計画策定の早期進展」と「安全な自転車通行空間の早期整備」に向け、平成
28年3月の「安全で快適な自転車利用環境創出の促進に関する検討委員会」からの提言を受け、

「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を改定。

平成29年5月 「自転車活用推進法」施行。



沖縄総合事務局ガイドラインにおける通行空間の整備形態
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○ 自転車は『車両』であり、車道を通行することが大原則である」という考えに基づき、車道通行を基

本とした整備形態を提示。

○ 整備形態として、自転車道、自転車専用通行帯等に加え、車道で自動車と混在する方法を提示。

○自転車道 ○自転車専用通行帯
縁石線等の工作物により構造的に分
離された自転車専用の通行空間

交通規制により指定された、自転車が専用
で通行する車両通行帯。自転車と自動車を
視覚的に分離

○自転車歩行者道内の
自転車通行位置の明示

○車道（自動車との混在）
自転車と自動車が車道で混在。自転車の通行位置を明示し、自動車に注意喚起するため、
必要に応じて、矢羽根やピクトグラム等の路面表示を設置

自動車・歩行者と分離
車道通行

■整備形態



沖縄総合事務局自転車ネットワーク計画とは
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安全で快適な自転車通行空間を効果的、効率的に整備することを目的に、ネットワーク路線を
選定し、その路線の整備形態等を示した計画を「自転車ネットワーク計画」という。
※ネットワーク路線の例

公共交通施設・学校・商業施設・主な居住地区などを結ぶ路線、歩行者との錯綜・事故の多い路線など

〇策定主体
・市町村が道路管理者や都道府県警察
等と共同で策定

【現状の課題】

・これまで様々な地域で取組まれてきた自転車通行空間の整備は、整備しやすい場所から進め
られ、断片的な自転車通行空間整備に留まっている。

→ 断片的な整備では、安全で快適な自転車通行空間とそうでない空間が混在することになり、整
備効果が限られたものになる。

〇ネットワーク計画に記載する内容
・基本方針、計画目標
・計画エリア
・自転車ネットワーク路線と整備形態
・整備優先度の考え方

自転車ネットワーク計画

【連続的な自転車ネットワークの形成イメージ】



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局「道の駅」の目的と機能
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休憩機能

情報発信
機能

地域連携
機能

・道路利用者への安全で快適な道路交通環境の提供
・地域の振興に寄与

・文化教養施設、観光レクリエーション施設などの地域
振興施設

「道の駅」の目的

「道の駅」の機能

休憩機能

情報発信機能

地域連携機能

・24時間、無料で利用できる駐車場・トイレ

・道路情報、地域の観光情報、緊急医療情報などを提供

地域とともにつくる

個性豊かな

にぎわいの場

「道の駅」の基本コンセプト

災害時は、防災
機能を発現



沖縄総合事務局地域活性化の拠点となる｢道の駅｣
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○ 「道の駅」は、主に市町村が設置し、国土交通省が登録する道路休憩施設。

○ 平成５年に制度を創設して以来、全国で１，２３０駅に拡大。

駐車場やトイレのほか、情報提供・休憩施設や地域振興

施設を備え、地域の情報発信や交流の場として活用。

トイレ

情報提供
休憩施設 地域振興施設

駐車場

■「道の駅」の施設イメージ ■「道の駅」登録数の推移
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沖縄総合事務局都道府県別「道の駅」登録数

117

： 41駅～ 4箇所

： 31駅～40駅 7箇所

： 21駅～30駅 15箇所

： 11駅～20駅 16箇所

： ～10駅 5箇所

<都道府県数>【凡 例】

九州：142駅沖縄：10駅

四国：90駅

中国：108駅 近畿：157駅

北陸：84駅

中部：135駅 関東：186駅

東北：174駅

北海道：127駅全国「道の駅」登録数：1,213駅
（令和 ６年 ２月１６日時点） 北海道
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沖縄総合事務局「道の駅」の設置者、登録方法
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７４

○ 「道の駅」は、市町村又はそれに代わり得る公的な団体が設置

○ 登録は、市町村長からの登録申請により、国土交通省で登録

○ 整備の方法は、道路管理者と市町村長等で整備する「一体型」と市町村で全て整備を行う「単独

型」の２種類

道路管理者整備市町村等整備

整備主体と整備内容

地域振興施設

市町村等整備

一体型

単独型

「道の駅」の登録数

市町村長等

国土交通省

申請
登録

「道の駅」の登録手続き
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駐車場
第２

駐車場

休憩施設
トイレ

情報提供施設
地域振興施設 令和7年6月13日時点

｢道の駅｣総数1,230駅

うち一体型：673駅(55%)

うち単独型：557駅(45%)



沖縄総合事務局地域の特産品を活かした地産地消を促進する「道の駅」（取組例）
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７４

○ 体験ほ場施設として、トマトハウス（1,000㎡）を整備し、栽培管理者として県内の農業者等養成専門大学校の
新卒者を雇用。

○ 特産品（トマト）のブランド化、6次産業化による地場産業の振興と雇用創出

「ひたちおおた」（茨城県常陸太田市）

体験ほ場地域振興施設
（直売所、加工所、交流施設など）

駐車場

体験ほ場施設イメージ

新規就農者や定年帰農者等支援イメージ

地場産物による惣菜の加工販売イメージ

集客交流や地場産業の振興（６次産業化推進）

農林産物直売所(ｲﾒｰｼﾞ)

特産農産物

(トマト)

農
産
物
集
出
荷
施
設

レ
ス
ト
ラ
ン

来訪者

農
産
物
加
工
所

特産品の集出荷･加工･販売を道の駅に集約

加工品(日南ｼﾙｸﾄﾏﾄﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ)

･･･道の駅

農産物集出荷施設

農産物加工所

農林産物直売所

レストラン

高齢者住宅

定住促進住宅

農産物加工所(ｲﾒｰｼﾞ)

道の駅「にちなん日野川の郷」施設配置案

「にちなん日野川の郷」（鳥取県日南町）

花き 野菜 農業用ハウス
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29
30 26

22 211920

■定年帰農者講座受講者数

■作物栽培講習会受講者数

H18以降、受講者のうち47名が実際
に農業従事者として朝市等に出荷



沖縄総合事務局災害時に高度な防災機能を発揮する「道の駅」（取組例）
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７４

○ 「道の駅」は、停電時でも２４時間サービス可能な発電設備、備蓄倉庫、ヘリポートなどを備え、地域の防災拠
点化。

○ 東日本大震災でも、救命・救急活動、物資集配、住民避難、食料供給などの拠点として機能。

「そうま」（福島県相馬市）

＜東日本大震災で機能した「道の駅」の事例＞

「遠野風の丘」
（岩手県遠野市）

○自衛隊の後方支援拠点 ○被災住民へ食料・日用品の供給

・震災後、地元農家の出荷により１週間
で営業再開
町で唯一の食料・日用品販売店

「やまだ」（岩手県山田町）

○支援物資集配の拠点
・全国から届く支援物資の中継地
として利用

○住民避難所

・自家発電により24時間
開館し、おにぎり、菓子
等を提供

「三本木」
（宮城県大崎市）

＜防災機能を強化した「道の駅」の事例＞

ヘリポート飲料用貯水槽

備蓄倉庫非常用発電機

サイクルステーション
農産物販売所、食堂
情報提供施設

○ 「道の駅」に整備する防災施設の例

「美濃にわか茶屋」（岐阜県美濃市）

○発災後3日間を想定した非常用電源を整備
（食堂、情報提供施設、トイレの利用が可能）

○災害時は食堂が炊き出し施設として使用
（40tの飲料水貯水タンクを設置）



沖縄総合事務局

４．我が国の道路に関する施策

（１）渋滞対策

（２）交通安全対策
（３）道路メンテナンス
（４）i-construction
（５）道路のITS
（６）TEC-FORCE
（７）自転車利用環境の整備
（８）道の駅
（９）無電柱化



沖縄総合事務局

通行空間の
安全性・快適性の確保 良好な景観形成

道路の
防災性能の向上

無電柱化の目的

○無電柱化は、「①防災」、「②安全・快適」、「③景観」の観点から推進
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沖縄総合事務局平成３０年台風２１号による電柱倒壊

○暴風による飛来物や倒木等により電柱が倒壊
○倒壊した電柱により、道路閉塞による復旧活動の阻害や家屋・自動車等の損壊が発生
○さらに、配電線が寸断され、最大約２６０万戸が停電

＜停電の状況＞（H30.9.5 23:00経産省発表）

・最大停電戸数：約２６０万戸
（兵庫県の全世帯数に相当）
うち関西電力約170万戸（４日２１時時点）

・停電の主な要因は、飛来物や倒木等に

よる電柱倒壊、高圧線断線

＜電柱の被災状況＞

・大阪府を中心に約１，７００本の電柱が
倒壊、折損

〔大阪府泉南市新家〕

〔大阪府岸和田市下松町〕 〔大阪府守口市大久保町〕

〔滋賀県高島市マキノ町海津〕
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《 参 考 ： 電 柱 の 倒 壊 本 数 》
・ 台 風 ２ ４ 号 ： １ １ ７ 本
・ 台 風 ２ ５ 号 ： ２ 本 ※国交省調べ

合計
四
国

近
畿

中
部

北
陸

関
東

東
北

北
海
道

1,34923870286221623109電力

332-284462---ＮＴＴ

1,681231,154332241623109合計

＜台風２１号による電柱の倒壊等本数＞ （ 本 ）

※各電力会社調べ（H30.10.5時点）
※ＮＴＴ調べ（H30.9.26時点）（精査中）
※上記の他、傾斜、沈下、ひび割れ等

の被害も発生



沖縄総合事務局景観を阻害する電柱・電線

124

○ 日本では、世界遺産周辺でも無電柱化が進んでいない状況。

※ストリートビューを基に作成

日本海外

カナダ ケベック歴史地区

世界遺産

富士山を望む道路

富岡製糸場正門前ペルー リマ大聖堂前

世界遺産



沖縄総合事務局

【欧米やアジアの主要都市と日本の無電柱化の現状】

無電柱化の整備状況（国内、海外）

○ロンドン・パリなどのヨーロッパの主要都市や香港・シンガポールなどのアジアの主要都
市では無電柱化が概成しているのに対して、日本の無電柱化率は東京２３区で８％、大
阪市で６％と立ち遅れています。

6%

8%

49%

96%

100%

100%

100%

大阪市

東京23区

ソウル

台北

シンガポール

香港

ロンドン・パリ

※１ ロンドン、パリは海外電力調査会調べによる2004年の状況（ケーブル延長ベース）
※２ 香港は国際建設技術協会調べによる2004年の状況(ケーブル延長ベース)
※３ シンガポールは『POWER QUALITY INITIATIVES IN SINGAPORE, CIRED2001,

Singapore, 2001』による2001年の状況(ケーブル延長ベース)
※４ 台北は台北市道路管線情報センター資料による台北市区の2015年の状況（ケーブル延長ベース）
※５ ソウルは韓国電力統計2017による2017年の状況(ケーブル延長ベース)
※６ 日本は国土交通省調べによる2017年度末の状況(道路延長ベース)
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沖縄総合事務局

○無電柱化の変遷
Ｓ27年 【道路法】 電線・電柱を占用許可の対象 （義務占用）

その上で、一定の道路については37条で制限できるよう措置

Ｓ61年 電線類地中化計画（第1期）：キャブシステム、管路方式、直接埋設方式等から選定

Ｈ 7年 【電線共同溝法】 電線共同溝の整備を各種特例で推進 （電線・電柱の占用を制限）

Ｈ25年 【道路法改正】 防災上重要な道路を３７条制限に追加

Ｈ28年 【無電柱化の推進に関する法律】 電柱・電線の抑制・撤去、技術開発等の推進

義務占用のもとで毎年約７万本の新設電柱が増加

○ 義務占用は、電気需要の充足等、一定の公益
上の必要性から規定

○ 37条による制限はあるが、必ずしも十分に活用
されてこなかった

○ 電柱が道路交通に及ぼす外部不経済について
も、これまで十分には議論されず

歴史的・制度的背景
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電柱本数
（万本）

＋27万本
（＋7万本/年）

通信
1,185万本

電力
2,340万本

3,525万本

Ｈ２０

通信
1,183万本

電力
2,369万本

3,552万本

Ｈ２４

通信
1,185万本

電力
2,393万本

3,578万本

Ｈ２８

＋26万本
（＋7万本/年）



沖縄総合事務局無電柱化の推進に関する法律の概要

127

災害の防止、安全・円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図るため、無電柱化（※）の
推進に関し、基本理念、国の責務等、推進計画の策定等を定めることにより、施策を総合的・
計画的・迅速に推進し、公共の福祉の確保、国民生活の向上、国民経済の健全な発展に貢献

目的

１．国民の理解と関心を深めつつ無電柱化を推進
２．国・地方公共団体・関係事業者の適切な役割分担
３．地域住民が誇りと愛着を持つことのできる地域社会の形成に貢

献

基本理念

１．国 ：無電柱化に関する施策を策定・実施
２．地方公共団体 ：地域の状況に応じた施策を策定・実施
３．事業者 ：道路上の電柱・電線の設置抑制・撤去、 技術開

発
４．国民 ：無電柱化への理解と関心を深め、施策に協力

国の責務等

基本的な方針・期間・目標等を定めた無電柱化推進計画を策定・
公表

（総務大臣・経済産業大臣等関係行政機関と協議、電気事業者・電気通信事
業者の意見を聴取）

無電柱化推進計画(国土交通大臣)

都道府県・市町村の無電柱化推進計画の策定・公表（努力義務）
（電気事業者・電気通信事業者の意見を聴取）

都道府県・市町村無電柱化推進計画

１．広報活動・啓発活動
２．無電柱化の日（１１月１０日）
３．国・地方公共団体による必要な道路占用の禁止・制限

等の実施
４．道路事業や面開発事業等の実施の際、関係事業者は、

これらの事業の 状況を 踏まえつつ、道路上の電柱・電
線の新設の抑制、既存の電柱・ 電線の撤去を実施

５．無電柱化の推進のための調査研究、技術開発等の推進
、成果の普及

６．無電柱化工事の施工等のため国・地方公共団体・関係
事業者等は相互 に連携・協力

７．政府は必要な法制上、財政上又は税制上の措置その他
の措置を実施

無電柱化の推進に関する施策

※ 無電柱化の費用の負担の在り方等について規定（附則第2条）

（※） 電線を地下に埋設することその他の方法により、電柱又は電線（電柱によって支持されるものに限る。以下同じ。）の道路
上における設置を抑制し、及び道路上の電柱又は電線を撤去することをいう

※ 公布・施行：平成２８年１２月１６日（附則第１
条）

平成２８年１２月９日成立
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沖縄総合事務局無電柱化の整備延長の推移

○ 第1期計画からR2年度までの無電柱化整備延長は約11,700km
○ R3～R7年度までの5年間は、約4,000kmを目標とする新たな「無電柱化推進計画」を策定

【年度毎の無電柱化延長（着手ベース）】
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沖縄総合事務局
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沖縄総合事務局沖縄県の渋滞は全国トップクラス
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７４

0～10

10～20

凡例
［ km/h ］

［km/h］
主要都市の混雑時平均旅行速度

• 那覇市の混雑時間帯（朝・夕）の平均旅行速度は東京23区や大阪市よりも遅く（混雑が激しく）、全
国トップクラスの渋滞の激しさです。

• 那覇市及びその周辺の道路の区間別平均旅行速度をみると、一般道の多くの区間が20km/h未
満であり、県内のいたるところで道路が混雑していることが確認できます。

旅
行
速
度

国道・県道のリンク別平均旅行速度（7時台）

データ：民間プローブデータ（平成28年9月の平日）

牧港
大謝名

鳥堀

儀保
西原入口

普天間

上間

旭橋

赤嶺

与那原

58
330

329

平均旅行速度

道路種別
自動車専用道

国道

県道・市町村道

県庁

那覇空港

首里城

那覇
新都心10.5 

13.9 14.0 
15.4 

30.8 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

那覇市 東京23区 大阪市 名古屋市 全国

データ：令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査



沖縄総合事務局人も自動車も増え続ける沖縄

133

• 日本全体をみると、人口減少期に突入し、自動車保有台数も鈍化、近年はほぼ横ばいになって
います。

• 沖縄県は、全国でも数少ない人口の増加県であり、自動車保有台数もこれまでと同じペースで
増加しています。

出典：国勢調査・自動車輸送統計調査・一般財団法人 自動車検査登録情報協会
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台
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全国の自動車保有台数



沖縄総合事務局全国的にみても高い沖縄県の自動車利用率
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７４

• 沖縄県は、利用する交通機関の約90％を自動車が占めており、全国的にみても自動
車利用が多いです。（乗合バス・鉄道・自家用車乗用車・航空・旅客船を対象とした乗
車人員の割合）

機関別旅客輸送分担率［%］

沖縄県の利用交通機関の特徴

出典：旅客地域流動調査（平成21年）

3.2
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90.4 
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乗合バス・鉄道 自家用乗用車 その他



沖縄総合事務局年々増加する自動車利用
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1.0 

13.9 

8.2 

3.4 

37.8 

52.9 

68.7 

2.6 

6.1 

6.2 

45.2 

32.6 

20.5 

0 20 40 60 80 100

S52（1977）

H01（1989）

H18（2006）

鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩 その他

• 沖縄中南部都市圏の自動車の交通手段分担率は年々増加しており、30年前に比べ
大幅に増加しています。（約30ポイント増）

出典：沖縄中南部都市圏パーソントリップ調査

沖縄県中南部都市圏の推移

代表交通手段分担率［%］



沖縄総合事務局沖縄県の公共交通（モノレール）

• 那覇空港駅～首里駅をつなぐモノレール（通称：ゆいレール）は平成15年8月の開業以
降、順調な利用が続いており、令和元年度は一日あたり約5万6千人が利用しました。

• 平成26年10月には、ＩＣカード乗車券の利用が開始され（平成27年から路線バスでの利
用も開始）、令和元年10月には延長区間も開業する等、沖縄県の新たな乗り物として成
長しています。

ゆいレールの路線図（令和2年10月現在）

出典：沖縄都市モノレール（株）ホームページ（路線図）、沖縄県ホームページ（沖縄都市モノレール乗客数） 136
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沖縄総合事務局沖縄県の交通手段（レンタカー）
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• レンタカーは、沖縄県内へ来訪した観光客が最も利用する交通手段で、約60%の観光客が
利用しています。

• レンタカーの許可車両台数は年々増加しており、平成30年度には約4.1万台に達しました。

［%］

※複数回答

出典：令和４年度観光統計実態調査（沖縄県）
出典：令和５年度運輸要覧・業務概況（沖縄総合事務局）
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（１）渋滞対策

２）沖縄の渋滞状況
３）沖縄の渋滞対策



沖縄総合事務局沖縄県の道路渋滞緩和のポイント
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• 沖縄県の道路渋滞を緩和するためには、道路整備（容量拡大）に加え、かしこく道路を
利用する『３つの分散（交通手段・経路・利用時間）』が重要です。

• わったーバス大実験は、「交通手段の分散」や「利用時間の分散」を目指す取組みとし
て実施します。

【３つの分散】

手
段
の
分
散

経
路
の
分
散

通勤時間の変更

モノレールの延長と高速道路の連携強化

バス利用促進

自転車利用促進

P&R駐車場の整備

高規格・地域高規格幹線道路の整備

バイパスの整備

路線の拡幅改良

交差点改良

時
間
の
分
散



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（渋滞箇所の把握）
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沖縄県本島中南部の主要渋滞箇所（令和6年7月）

• ビッグデータを用いた交通状況の分析結果や、パブリックコメントから得られた道路利用者の声をもとに、「主要
渋滞箇所」を設定

• 関係機関と連携し、主要渋滞箇所で対策を実施

■主要渋滞箇所



沖縄総合事務局

■南北を走る強固な【３本の柱】
【西側の柱】国道58号、【中央の柱】沖縄自動車道、
【東側の柱】国道329号

■３本の柱を支える【東西連絡道路】
沖縄嘉手納線、宜野湾北中城線、浦添西原線など

■高速道路を使いやすくする【インターチェンジ】
喜舎場スマートＩＣ

浦添北道路、臨港道路浦添線
H29供用

恩納南バイパス
H29供用

凡例

開通済み

※2024年4月1日時点

事業実施中
計画中

開通済み

事業実施中

計画中

開通済み

事業実施中
計画中

開通済み

事業実施中

計画中

沖縄・那覇空港
自動車道
（中央の柱）

直轄国道
（東側の柱）

地方道
（東西連絡道）

直轄国道
（西側の柱）

：既存ＩＣ
：既存ＳＩＣ
：予定（地活・スマート）ＩＣ
：事業中IC

【西側の柱】
国道58号

【中央の柱】
沖縄自動車道

【東側の柱】国道
329号

東西連絡道路

糸満道路
H28供用

那覇西道路
H23供用

豊見城道路
H27供用

浦添北道路Ⅱ期線
H31新規事業化

渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（幹線道路の整備①）
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【東側の柱】
国道329号

恩納バイパス

恩納南バイパス

喜舎場ＳＩＣ
(那覇方向のみ）

名護東道路

読谷道路

浦添北道路Ⅱ期線

那覇北道路

那覇西道路

豊見城道路

糸満道路

南部東道路

津嘉山バイパス

那覇インター
アクセス道路

県道82号線
浦添西原線

宜野湾横断道路

宜野湾北中城線

県道24号バイパス

沖縄環状線県道23号線

沖縄嘉手納線

石川仲泊線

与那原バイパス

南風原バイパス小禄道路

南風原道路

嘉手納バイパス

【西側の柱】
国道58号

東西連絡道路

金武バイパス

【中央の柱】
沖縄自動車道

浦添拡幅

県道82号線

豊見城東道路

北谷
拡幅

屋嘉恩納線

県道104号線

幸地ＩＣ（仮称）

西原バイパス

池武当ＩＣ（仮称）



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（幹線道路の整備②）

■環状・放射道路を整備すること
により、交通経路の分散を図り、
那覇市内の混雑時旅行速度（
10.5km/h）の向上を目指す。

１ 国道58号

２ 国道330号

３ 那覇インターアクセス道路、沖縄自動車道

４ 県道222号線（真地久茂地線）、南風原バイ
パス、与那原バイパス、国道329号

５ 国道507号（津嘉山バイパス）、南部東道路

６ 国道507号（津嘉山バイパス）

７ 県道221号線、国道331号、豊見城道路、糸
満道路

■２環状と７放射道路

【２環状道路】

①中央環状道路
国道329号、臨港道路、県道82号（那覇糸満線）

②外郭環状道路
国道330号、沖縄自動車道、那覇空港自動車道
（南風原道路、豊見城東道路、小禄道路）、那
覇西道路、那覇北道路、浦添南道路、浦添北
道路、県道153号

【７放射道路】

宜野湾市

浦添市

西原町

那覇市

豊見城市

南風原町

放射道路・環状道路 凡例

放射道路<供用中>

環状道路<供用中>

〃 <構想段階>

〃 <構想段階>

市町村役場

与那原町役場

豊見城市役所

那覇市役所

西原町役場

浦添市役所

宜野湾市役所

中城村役場

南風原町役場

環状道路<事業中>

放射道路<事業中>

142



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（幹線道路の整備④）

○沖縄西海岸道路（浦添北道路）・臨港道路浦添線は、『２環状と７放射道路』の一部に位置づけられ、那覇港・那覇空港へのアクセス
が向上する他、那覇西道路・臨港道路と接続することにより、那覇空港から宜野湾市伊佐までのバイパスが形成され、一般国道58号
の渋滞緩和への貢献が期待

○平成29年8月に牧港高架橋が架設され、平成30年3月に開通

■沖縄西海岸道路（浦添北道路）

○浦添北道路

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

交
通

量
（台

/日
）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

交
通

量
（台

/日
）

国道58号
72,000台/日 国道58号

70,000台/日

臨港道路浦添線
22,000台/日

調査地点①

整備前
（H29.10.3）

整備後
（H30.4.24）

国道58号
78,000台/日

国道58号
69,000台/日

浦添北道路
20,000台/日

調査地点②

整備前
（H29.10.3）

整備後
（H30.4.24）

浦添北道路・臨港道路浦添線へ交通が転換
浦添北道路では、20,000台/日の交通量を観測。
臨港道路浦添線では、22,000台/日の交通量を観測。
国道58号の交通が浦添北道路へ転換。

2,000台転換2,000台転換 9,000台転換9,000台転換
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○沖縄西海岸道路
（浦添北道路）・臨港
道路浦添線
平成30年3月18日
供用開始



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（幹線道路の整備⑤）
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７４

■那覇西道路（那覇市若狭～那覇市鏡水）



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（公共交通利用促進②）
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■モノレールの延伸

○沖縄県における戦後初の軌道計交通機関として、沖縄都市モノレール（愛称：ゆいレール）が平成15年8月から運行している。（那覇
空港からてだこ浦西間の全駅１９駅、１７．０km、所要時間３７分

≪令和元年10月開業区間≫
首里駅～てだこ浦西駅

(４駅L＝約４．１km）



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（公共交通利用促進③）
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■利便性向上

30年10月1開業
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沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（公共交通利用促進③）

７４
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○那覇バスターミナル開業（Ｈ30.10.1開業）による利便性向上により、バスやモノレール（旭橋駅）の利用者増加を期待。

那覇バスターミナル

商業施設

県立図書館

モノレール旭橋駅へ

沖縄都市モノレール

オフィス

駐車場

パークアンドライド

水と緑のオープンスペース

ペデストリアンデッキ

バス待合室

【情報提供内容】
○出発・到着、遅れ時間の

リアルタイム情報

○観光地までの
乗継情報

商業施設

目的地（観光地）
を選択
→ 乗継情報

多言語選択



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（公共交通利用促進④）
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■基幹急行バス

那覇バスターミナル～コザ間

那覇バスターミナル

泡瀬
営業所
（３３１）

屋慶名バス
ターミナル
（７７７）

具志川バス
ターミナル（２３）

至名護バス
ターミナル（７７）

コザ

○基幹バスの取り組みの一環として、現在の急行バス、特急バスを一本化し、
速達性に優れる「基幹急行バス」の運行を開始します。

１ 運行開始時期
○10月中に本格運行。

２ 運行ダイヤ
○現在の「急行バス」＋「特急バス」のダイヤを基本

とする。

３ 停車バス停
○「基幹急行バス」は、停車バス停についても一本

化する。

・ 現在の急行バスのバス停に「新城」を追加。

・ 現在の特急バスのバス停に「比嘉西原」を追加。

・ 現在、特急バスのみが停車する

「若松入口」は、事業者において検討の結果、停車しない。

停車バス停名
那覇
ＢＴ

県庁
北口

農林
中金前

若松
入口

泊
高橋

上之屋
第二
城間

宇地泊 伊佐 新城 普天間
比嘉
西原

山里 中の町 胡屋 コザ 合計

急行バス
（現行）

○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15

特急バス
（現行）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 15

基幹急行バス ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15

※【○】停車バス停



沖縄総合事務局渋滞削減・公共交通利用促進に向けた取組（公共交通利用促進⑤）
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７４

■バスレーン延長
○朝夕の混雑時間帯に路線バスの速達性・定時制を確保するため、主要路線にバス専用レーンを設置

○国道５８号を中心とする基幹バスシステムの実現に向け、コザまでの延長を検討



沖縄総合事務局

５．沖縄における道路整備の取り組み

（１）渋滞対策

（２）外国人レンタカー対策
（３）沖縄のＡＲＴ



沖縄総合事務局外国人レンタカー利用者による交通事故

○外国人レンタカー利用者の事故件数の増加が顕著

◆観光客の移動手段はレンタカー（約６割）

【県外観光入込客数とレンタカー保有台数の推移
資料：運輸要覧、入域観光客統計概要

0

50

100

150

200

250

300

350

200

300

400

500

600

700

800

900

Ｈ
6

Ｈ
7

Ｈ
8

Ｈ
9

Ｈ
10

Ｈ
11

Ｈ
12

Ｈ
13

Ｈ
14

Ｈ
15

Ｈ
16

Ｈ
17

Ｈ
18

Ｈ
19

Ｈ
20

Ｈ
21

Ｈ
22

Ｈ
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

レンタカー保有台数

（百台）
観光入れ込客数

（万人/年）

沖縄観光入り込み客数

本島レンタカー保有台数

26,092台

877万人

5,073 

9,648 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2014 2015 2016

出典)沖縄県レンタカー協会

2年で約3倍

◆外国人レンタカーの事故件数の推移（沖縄県）

2,901
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沖縄総合事務局外国人特有の事故危険箇所の特定
• 外国人観光客の急挙動が多い交差点の上位箇所が集中する本部半島に着目。
• 走行台数あたりの急挙動発生件数(急挙動発生割合(件/千台))を沖縄県民と比較し、｢地点1｣｢具志堅西｣交差
点および「浦崎」交差点を外国人特有の事故危険箇所として特定し、ピンポイント事故対策を実施。
※2018年6月11日に対象3交差点に注意喚起看板を設置

観光客の立寄り箇所と急挙動発生箇所

152

外国人特有の事故危険箇所

※エリア内で30分以上滞在した車両を立寄りとして判定

沖縄県民
(ETC2.0プローブ:H29.04〜10)

外国人観光客
(特定プローブ:H29.05〜12)

交差点
名称 急挙動

発生割合
(件/千台)

走行
台数

急挙動
件数

急挙動
発生割合
(件/千台)

走行
台数

急挙動
件数

41.441117139.521530地点1

20.22976127.818023具志堅西
3.2311184.220217地点2

21.78741968.238126大浜

17.71,3572467.81188地点3

19.7407867.516311地点4

8.4474466.716511地点5

10.8371460.020012地点6

71.02,30916443.32089地点7

0.0213042.61888地点8

6.91,152841.036615地点9

9.3966940.137415瀬底大橋

･････････････････････

沖縄美ら海水族館 古宇利島

恩納村
(リゾートホテル等)

北谷
ライカム

国際通り･
首里城

10
6

7 4

8

5

1

92

3

急挙動
発生件数(件)

交差点名市町村No

30地点1名護市1

26大浜本部町2

23具志堅西本部町3

23交差点Aうるま市4

20城1丁目名護市5

18名嘉地豊見城市6

18山田恩納村7

18世冨慶名護市8

17地点2名護市9

17瀬長豊見城市10

※赤字:本部半島(3市町村)

本部半島に集中

瀬長島

もと ぶ

ぐ し けん にし

せなが

ちゃたん

なご

もとぶ おおはま

もとぶ

なご

ぐしけんにし

ぐすく

なかちとみぐすく

おんな

よ ふ け

とみぐすく

せそこ

ぐ し けん にし

おんな

屋我地島
や が じ しま

こ う り じまちゅ うみ

屋我地島

古宇利島

(急挙動発生件数)凡例

【立ち寄り箇所】
100 件以上

【急挙動発生件数】
上位10箇所
上位10%以内（85箇所）
上位10～20%以内（88箇所）

う ら さ き

本部半島拡大図



沖縄総合事務局急挙動発生状況等とピンポイント対策案
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対策前（個車）

交差点︓地点1 交差点︓具志堅西

地点１︓交差点手前および交差点への進入速度抑制を目的に速度抑制を促す注意喚起看板を設置。なお、右側
通行の外国人レンタカー(台湾・韓国)を考慮し道路右側に設置。

具志堅西︓美ら海水族館へ向かう交通の迷走およびそれに伴う急挙動を抑制するため、英語およびピクトを用いた水
族館への案内看板を設置。

(急挙動発生状況) (車両のうろつき[迷走])

《想定される要因》 美ら海水族館へ
の案内標示が統一されていない

※交差点手前300mの標識︓「海洋博公園」，直前
の標識︓海洋博公園(美ら海水族館)」と標示

0

20
40

60
80

100

《対策》 交差点の直前と300ｍ手
前に、水族館を英語+ピクトで表
示した案内看板を設置

古宇利島方面からの
進入車両の急挙動

(参考)古宇利島方面
からの進入車両

台湾
35.3%

韓国
52.9%

その他
11.8%

香港
14.8%

台湾
38.8%

韓国
27.6%

その他
18.9%

右側通行

N=17 N=196

※観光客(特定プローブ)を対象に集計

右側通行

《想定される要因》 右側通行の台
湾･韓国では標識等が道路の右
側にあり左側の一時停止(止まれ)
の標識を見落としている

《対策》 注意を促す看板を右側に設
置して案内

(右側･左側、交互に設置して効果検証)

0

20

40
標
高
（
ｍ
）

ピクト

英語

着目

着目

(急挙動発生状況) (交差点手前の走行状況)
地点1交差点

至 古宇利島

上り勾配下り勾配

• 古宇利島から交差点に進入する車両の速度が高い。 • 美ら海水族館に向かう場合の左折ポイント。迷走する交通も存在。

分析データ︓外国人レンタカープローブ（ETC2.0特定プローブ）
《H29.5〜12》

分析データ︓外国人レンタカープローブ（ETC2.0特定プローブ）《H29.5〜12》

（対策︓案内看板の設置）（対策︓注意喚起看板の設置）
STOP看板
（交差点手前)

SLOW看板
（交差点上流170m) 案内看板

（交差点手前)

交差点 100m 200m 300m 400m 500m 600m 700m

STOP看板
（交差点手前)

SLOW看板
（交差点上流170m)



沖縄総合事務局地点１交差点における改善案
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• 外国人ドライバーに注意を促す方法としては、｢標識に“STOP”追加｣，｢“STOP”路面表示｣，｢カラー舗装｣が有
効という意見が多い。

• 国籍に左右されないよう、路面表示/カラー舗装など直感的(視覚的)に注意を引く対策[:認知]と、英語表記の追
加のように内容を周知する対策[:理解]とを組み合わせることが有効

分析データ︓(美ら海水族館)外国人レンタカー利用者聞き取り調査 H30.9.11-12

有効な改善方法 改善の方向性(案) イメージ

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

標識に

"STOP"追加

標識の

右側設置

標識の

上側設置

路面に

強調表示

“STOP”

路面標示

カラー舗装 カーナビに

案内追加

その他

1位 2位 3位

その他
カーナビに
案内追加

カラー舗装
”STOP”
路面標示

路面に
強調表示

標識の
上側設置

標識の
右側設置

標識に
“STOP”
追加

0969750240198
1位

(:3点)

012589610261830
2位

(:2点)

043520213167
3位

(:1点)

025162191318124235合計点数

STOP追加
回
答
数

案1︓カラー舗装＋“STOP”路面標示
案2︓看板⇒簡易LED板への変更による

視認性（認知度）の向上
案3︓SLOW看板の増設による交差点

手前（下り勾配）の速度低下

社会実験内での改善案

N=167

※沖縄県、沖縄県警と調整中



沖縄総合事務局具志堅西交差点における改善案
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• ｢ピクトサイン追加｣,｢英語表示拡大｣,｢観光施設名での道案内｣が有効という意見が全体的に多い。
• 案内標識の利用率が低い韓国の方は、｢ピクトサイン追加｣に次いで｢補助標識追加｣が有効と回答。
• ピクトサイン追加/英語表示拡大により案内標識のわかりやすさを改善し利用率を向上させるほか、迷走車両が多い
箇所等では補助標識追加により案内標識の利用が低い層にも注意を促すことが有効。

分析データ︓(美ら海水族館)外国人レンタカー利用者聞き取り調査 H30.9.11-12

有効な改善方法 改善の方向性(案) イメージ

その他カラー舗装
観光施設の

案内標識追加

補助標識
追加

ピクトサイン
追加

観光施設名
での道案内

英語表示
拡大

018939132511261位(3点)

010184256108162位(2点)

11025203912153位(1点)

13852101227171157合計点数

09027480151位(3点)

00818202002位(2点)

13866333位(1点)

1121651742318合計点数

0

20

40

60

80

100

120

英語表示

拡大

観光施設名

での道案内

ピクトサイン

追加

補助標識

追加

観光施設の

案内標識追加

カラー舗装 その他

1位 2位 3位

全体

韓国

回
答
数

（案内標識のわかりやすさ改善）

（迷い交通が多い箇所等での更なる注意喚起）

114系標識 108系標識

観光施設名

ピクトサイン

※沖縄県ブロック道路標識適正化委員会で検討中



沖縄総合事務局

５．沖縄における道路整備の取り組み

（１）渋滞対策

（２）外国人レンタカー対策
（３）沖縄のART



沖縄総合事務局沖縄での次世代都市交通システムの導入検討

７４

○全国県庁所在地中で最も深刻な那覇都市圏の道路渋滞を解消するためには、脆弱な公共交通
の活性化が必要

○一方でバス自動運転の実証実験の取り組みがSIP※を中心に進められ、次世代都市交通システ
ムの地方展開に向けたモデルケースとなる取り組みを沖縄で推進中

○H29年度前期に、（仮称）沖縄次世代都市交通システム（Okinawa-ART）検討会を発足し、自動
運転技術等の導入に向けた検討を開始 ※SIP:戦略的イノベーション創造プログラム

BRT(Bus Rapid Transit)
速達性・定時性の確保や輸送力の増大が可能となる

高次の機能を備えたバスシステム

【車両・設備の高度化】‐車両・設備の高度化を図り、利便性・快適性を向上
・連結ノンステップバス（大容量、バリアフリー、快適性）
・バス停のハイグレード化（雨天時の快適性、円滑な乗降）
・バスロケーションシステム（バス待ち時のイライラ解消）等
【運行の効率化】
- 運行の効率化を図り、最適な交通ネットワークを構築
・急行運行
・バス路線の再編（幹線・支線）
【定時・速達性の確保】‐走行環境の改善を図り、定時性・速達性を確保
・専用走行路
・専用レーン、優先レーン（バスレーンのカラー塗装）
・PTPS等による信号制御

参照）BRTの導入促進等に関する検討会（H25.10 国土交通省）

次世代都市交通システム
ART(Advanced Rapid Transit)

BRTに加えて自動運転技術等を活用してドライバーの運転を

補助し、常に正確で、安全、快適な運行を目指し、滑らかな交
通流動の実現や車いす利用者等もスムーズに乗降可能な隙
間と段差の実現等への取り組み。

（仮称）沖縄版次世代型BRTのイメージ沖縄次世代都市交通システム（Okinawa-ART）のイメージ

加速度の最適制御による安全性
、快適性の向上
（加速度最適制御技術）※

車いす利用者等もスムーズに
乗降可能な隙間との段差の実
現（正着制御技術）※

滑らかな交通流の実現（公共車両
優先システム（PTPS）等）

その他のART技術等の実現

※はバス自動運転技術関連※はバス自動運転技術関連

（仮称）沖縄版次世代型BRTのイメージ沖縄次世代都市交通システム（Okinawa-ART）のイメージ

乗降時間短縮、乗換安全性向上
・ノンステップ化
・自動走行（正着）技術 ※
・ICカード（OKICA）

速達性、定時運行性の向上
・基幹バス
・バス専用、優先レーン
・PTPSの高度化 ※

・基幹 支線バス、モノレール等のシ
ームレスな乗り継ぎ 観光客への対応

・多言語化
・観光情報発信
・全国系IC対応

待合空間のユニバーサル化
・ハイグレードバス停
・情報発信（運行情報）

安全性・快適性向上
・高度運転支援 ※
・車椅子等搭乗時対応制御 ※
・最適加速制御、衝突回避制御 ※

運行の効率化
・バス網再編（基幹、支線）

トータルデザイン
・PR性の高い先進技術の導入
・一貫したデザインメッセージ

・まちづくりと一体となったシステム
デザイン

※はバス自動運転技術関連※はバス自動運転技術関連 157



沖縄総合事務局沖縄次世代都市交通システムの目標（要求水準）
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• バスを利用しやすい環境の実現を目指す。
 効率良く、適切な頻度、10分～12分間隔で運行する
 バス停の待合環境を良くする
 料金の支払いを簡便にする
 車内の環境を良くする
 乗継の拠点をつくる

• 地域のシンボルとなる公共交通を目指す。
 路線番号やカラーリング等のわかりやすさ
 シンボル性の高い良好な待合空間の整備

• 安心・安全かつ快適な交通環境の実現を目指す。
 車内の転倒事故をゼロにする
 乗り降りがしやすい

沖縄次世代都市交通システム（Okinawa-ART）

• 車利用より高いサービス水準を目指す。
 ピーク時間帯（通勤・通学・帰宅）において、当面20km/h、理想30km/h

目標２︓安心・安全かつ快適な都市交通環境の実現を目指す（安全性・快適性）

目標３︓バスを利用しやすい環境を目指す（利便性）

目標４︓地域のシンボルとなる公共交通を目指す（シンボル性）

目標１︓車利用より高いサービス水準を目指す（定時性・定速性）

• 過度な自動車依存からの脱却を目指した、利便性の高い、地域のシンボルとなるようなARTの導入



沖縄総合事務局目標達成のための取組メニュー
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目標１︓車利用より高いサービス水準を目指す（定時性・定速性）

目標２︓安心・安全かつ快適な都市交通環境の実現を目指す（安全性・快適性）

目標３︓バスを利用しやすい環境を目指す（利便性）

目標４︓地域のシンボルとなる公共交通を目指す（シンボル性）

■バスレーン区間の延長（道路改良、バスレーン舗装、規制標識設置、生活道路対策）

■ボトルネック交差点の改良
■PTPSの拡充
■ロングバスベイの設置
■バスの中乗り前降り方式の推進
■バス利用に配慮した走行空間

■自動運転技術を活用したバス停への正着
■自動運転技術を活用した車内転倒事故の削減

■適切な運行頻度の確保
■バス停ハイグレード化（運行案内、暑さ対策、維持管理手法等）

■バス停でのバス到着時間案内
■ICカードの普及・チャージ機の増設 （※目標1に関連）
■車内・車外でのWi-Fi、USBポートなどのサービス提供
■バス停へのアクセス性向上
■乗継拠点の整備

■路線番号やカラーリング等のわかりやすさ
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沖縄総合事務局ロングバスベイの設置
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現 況 整備イメージ

バスベイが1台分の長さしかないため、後

方のバス車両が正着できない、後方から
追い越しが出来ない等の課題が見られる

追い越せない

正着出来ない

バスベイ長を２台停車できるよう確保する
ことで、後方のバス車両が正着、追い越

しが可能なバス停

追越し可能

正着可能

• 平成３０年度基幹バスルートにおいて、バスベイ長の拡充候補として２箇所程度のバス停を整備予定
• 基幹バスルートにおいて、バスベイを新設する場合は十分な長さを確保
• 既存区間のバス停においても可能な限り拡充を実施

取組の実施

• バス遅れ時間発生の要因である、「バス停での混雑」を解消する取組として、バスベイ長の拡充
• 平成31年度実施予定の「基幹バスの導入」に向け、基幹バス停車バス停を中心にバスベイ長を拡充



沖縄総合事務局バス停ハイグレード化

○高機能バス停のハード面（ロングベイ、上屋等）・ソフト面（サイネージ等）の整備内容を検討
• バスベイは2台同時停車（バス長12m・9m）を前提
• 対象箇所：農林中金前（コザ方面行）・ライカム周辺の比嘉西原（那覇方面行）の2箇所

比嘉西原バス停
（那覇向け）

農林中金前バス停
（コザ向け）

対象箇所位置図 備考比嘉西原農林中金前整備内容項目

農林中金前はプロジェクションマッ
ピングを設置することから建築限界
のプラス1m

延長：20m
幅：2.0m

高さ：2.5m

延長：25m
幅：2.0m

高さ：3.5m

2台同時停車に対応したバス
ベイ及びバス停上屋

バス停
上屋・基礎

広範囲の気温を低減できるため、
周りに日光を遮る構造物がない比
嘉西原は採用

○
ミストシャワー
（気温30℃、湿度70%で稼働）

冷却機能

夏季日中のアスファルト舗装路面
と比較し約10度表面温度が抑えら
れる。

○（ILB）
遮熱性舗装・ILB

農林中金前はビルが隣接し、午後
は日陰になることから比較的明度
が低く、光度の高いプロジェクタで
あれば視認可能。サイネージと比
較し、安価に構成可能。

○（1面）

プロジェクションマッピング
→時刻表・バスロケ情報等の
案内を壁面表示

案内表示・
情報提供装置

サイネージは輝度の高い2000
ルーメン以上の製品であれば明る
い場所でも視認可能と想定。

○（1面）○（2面）
サイネージ（画面型）
→時刻表・バスロケ情報等の
案内

Be.Okinawa○○フリーWi-fiアンテナ情報提供装置

45 162



沖縄総合事務局バス停ハイグレード化

○基幹バスルートにおける次世代（高機能）バス停によるサービスの実施

サイネージ（バス接近、観光、天気情報）

掲示板（時刻表など）

サイネージ（バス接近情報）

農林中金前バス停（コザ向け）
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沖縄総合事務局バス停ハイグレード化

45

○基幹バスルートにおける次世代（高機能）バス停によるサービスの実施

サイネージ（バス接近、観光、天気情報）

掲示板（時刻表など）

比嘉西原（ひがいりばる）バス停（那覇向け）
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沖縄総合事務局バス自動運転実証実験
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◆南城市実証実験(H29.3～4)
－全国初となる公道での自動運転－

• 正着制御の精度、車線維持制御の検証

• 走行状況データ収集・モニタリング、運行管理等のシ
ステム検証 等

○沖縄県内では、平成29年３月に南城市、６月に石垣市で実験が実施され、１１月からは沖縄本島内（北中城村
～宜野湾市）の比較的交通量が多い公道での実証実験を実施。

○また、平成31年2月には全国初となる大型路線バスによる交通量の多い公道での実証実験を実施しています

◆石垣市実証実験(H29.6～7)
－公道での自動運転距離が日本最長－

• 正着制御の精度、車線維持制御の検証
• 自動的な車線変更による障害物回避の検証
• 信号情報を活用した速度抑制制御の検証 等

◆沖縄本島内における実証実験(H29.11.1～12.13) 
－交通量が多い公道での実験－

• 準天頂衛星を利用した車線走行制御性能の検証
• 高精度三次元地図を利用した走行制御の検証
• 磁気マーカーを利用した正着制御性能の検証
• 制御技術・センシング技術

の向上に向けた ＡＩ技術の
活用可能性の検証

• 加減速制御の活用による
車内転倒事故の減少、乗り
心地改善の検証 等

◆那覇空港～豊崎における実証実験(H31.2～3)
－全国初となる大型路線バスによる公道での実験－

• 多様な条件下での高度な正着、加減速最適制御の安
定性・信頼性の検証。

• 法定速度上限（50km/h）での
車線維持・減速制御の検証

• 一般利用者や乗務員への
アンケート調査による需要性
評価 等
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沖縄総合事務局スケジュール（案）
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2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度～
（令和２年度～）

●基幹バスの導入

STEPⅢ

基幹バスへの
ARTの導入

STEPⅡSTEPⅠ

導入準備・調整システムの検討・検証

実証実験を踏まえた
課題の検証

方向性の検討
（整備効果、求める

機能、課題など）

【参考】

●SIPバス自動運転実証実験［H28年度～H30年度］

連携

基幹バスの導入検討
基幹バスの導入実施

ARTの拡充・高度化



沖縄総合事務局
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地震による被害（神戸市）

５．今後の整備の視点

ご清聴ありがとうございました


